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関東大震災と三井物産
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１．は じ め に
１９２３（大正１２）年９月１日に発生した関東大震災は，京浜地区の産業企業に大打撃を与えた。もち
ろん東京に本店を置く三井物産も損害を蒙った一員である。しかし総合商社である三井物産にとって
は，震火災によって工場設備を喪失した製造業などとは異なった影響であったろう。すなわち，自社
の直接的被害もさることながら，取引先の潰滅によって取引機会が失われたり，債権の回収不能によ
る損失などが重大な問題である。本稿は，関東大震災時に三井物産が自らに及ぶであろう取引先潰滅
の打撃をどう把握したかを考察するが，その手掛かりは三井物産の本店調査課が内部資料として大正
１２年１１月３０日付で作成した「訂正増補 当社取引先罹災状況調」（１）である。その性格は，冒頭にあ
る緒言で明らかにされている。
「今次ノ震火災ニヨリ当社京浜取引先ハ被害ヲ蒙リタルモノ頗ル多ク其程度亦甚大ノモノアリ
之ガ調査ハ信用調査上其他ノ点ヨリ大ニ必要ナルヲ以テ９月中旬ヨリ之ニ着手シ引続キ取引先ノ
罹災取調報告書ヲ以テ其大要ヲ各主要関係店ニ報告シタリ本書ハ其第１輯ヨリ第３６輯迄ヲ類別
シ之ニ増補訂正ヲ加ヘタルモノニシテ主ナル取引先ヲ網羅セリ
本来此種ノ調査ハ罹災者自身ニスラ容易ニ判明セザルアリ又之カ発表ヲ好マズ発表シテ？ラニ
過小ノモノアリ又過大ノモノアリ新聞紙，興信所ノ報告区々一定セサルモ之ガ為ナリ本調査ノ殆
ンド全部ハ一応罹災当事者ニ就キ之ヲ聴取シ利害関係者ニ糺シ又当社関係売買掛員ノ説明ヲモ参
照シ正鵠ヲ得ルニ努メタリト雖モ前述ノ事情ヨリシテ大体ノ見当ヲ示スニ過ギズ而モ正確ナル被
害程度ハ寧ロ今後ニ於テ判明スベキモノニシテ且調査ノ進捗ニ連レ増額ス可キ性質ノモノナレバ
宜敷ク取引先及取扱商品ノ性質等ヲ斟酌セラレ以テ参考ノ一端ニ資セラレン事ヲ切望ス」
すなわち，第１に，震災地域に立地する物産取引先の被害状況を把握し，営業店に提供して自社の
営業に役立たせる意図で作成されていること，第２に，対象は罹災地の物産取引先をほぼ網羅してい
ること，第３に，物産自ら手を尽くして取引先を調査し，事態把握に努力した結果であること，第４
に，震災直後から１１月までの間に３６回にわたり速報を続け，その集成であって，いわば最終報告書
となり得ていることが読みとれる。当時，速報的な新聞雑誌記事が流れているが，総合商社である物
産が，自らの必要にせよ独自に取引先を網羅的に調査したことは興味深い。自己の取引先に限定され
ているとはいえ，このような被害状況調査資料が作成されたことは，他社でもあったかも知れない
が，寡聞にして未知であり，貴重な資料と考えられる。そして同調査は物産の震災後の施策の中に位
置づけてよいであろう。すなわち「大正１２年震災ノ善後処理ニ当ツテハ，固定債権整理事務取調心
得ヲ制定シテ債権ノ整理ヲ励行シ，船積書類ノ発送授受方法ニ関スル改善ヲ行ヒ，又取引先信用調査
事務取扱規程ヲ定メテ各店ヲシテ慎重ニ取引先ヲ選定サセ，不断ニソノ信用ヲ調査セシメタ」といわ
れ，善後処理の一環であったことが窺われる（２）。
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実をいえば，筆者がワシントンの国立アメリカ公文書館で三井物産関係資料を調査した際，この資
料を発見したもので，物産関係資料が多く集積されている三井文庫にもなく，まさに珍しい内部資料
といえよう（３）。一見して筆者は興味深く感じ，三井物産研究に役立つと直感した資料である。
本稿の課題は２つある。
第１は，関東大震災が企業に与えた打撃について企業に即して解明する材料を提供することであ
る。後述のように，被害工場全体，産業別，地域別の統計的記述は若干あるが，企業ベ－スで損害の
程度を具体的に調査した例は寡聞にして知らない。企業の社史等を丹念に漁れば，断片的に若干はあ
ろうが，刊行された社史では対象数も，記述内容も限界があろう。本資料は一定の視点からの網羅的
調査であるだけに，企業への打撃程度を有効に把握できる手段となっている。したがって本資料の紹
介および考察は，関東大震災と企業の関係についてのファクト・ファインデイングとして有益と思わ
れる。
第２に，三井物産の罹災地の取引先に限定されているとはいえ，これによって同社の京浜地域での
取引基盤が把握できる。同社の営業基盤を具体的に解明することは，同社研究上不可欠のはずである
が，社史や公表資料ベ－スでは不可能であって，内部資料の発掘以外にはない。筆者は機械部門につ
いては内部資料の発掘で相当程度実現したが，諸部門についてその解明方法を模索している。その中
にあって，本資料は罹災地域という限定付きながら，解明の一端につながるものといえよう。
（１） 本資料は短文の「緒言」と「１．当社取引先ノ罹災数ト其債権」が示され，「２．罹災取引先ノ被害概算
額」を２３業種，２５９社について各論的に説明する。各業種では先に業界の事情を述べ，その業種に属する
各社の罹災状況等を説明する。標準的な記載ぶりを参考までに掲げるが，企業によって記載内容は相当に精
粗がある。本稿では２５９社について筆者が第４～８表にまとめたが，記載内容の必要部分を整理し，概要を
掲載したものである。
「上毛モスリン株式会社 群馬県邑楽郡館林町
資本金 １４，０００，０００円（内払込１０，６１０，０００円）
社 長 渡辺勝三郎
１．業務 毛斯綸及毛糸製造
１．被害程度 （総計約３，０００，０００円）
１ 営業所（日本橋区住吉町）全焼 損害 ５万円
２ 沼津工場 被害軽微（旧富士毛織会社）
３ 館林 〃 〃 ナシ
４ 中山 〃 防火壁倒壊，織機無事，紡機転倒 〃 ５万円
５ 練馬 〃 紡績工場混綿室以外全潰，機械無事，紡機全滅 〃 １００万円
６ 在庫品 （市中倉庫在庫原料）焼失 〃 １７０万円
外ニ売掛金，受取手形ニ付テモ相当回収不能ヲ来ス可シ
１．復旧ト将来 残存工場ニ於テ操業継続，破損工場ハ復旧努力中
１．備考 ９月１日富士毛織合併ノ処震災ニヨリ発表延期セラレシガ１１月２３日ノ株主総会ニ於テ発表ニ
決セリ」
（２）『三井物産株式会社沿革史』第４編第４部第５章第４期ニ於ケル当社ノ営業方針並諸施策。
（３）日米開戦とともに三井物産の在米支店の資料が接収されたが，この資料はサンフランシスコ出張所所蔵分
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の中に含まれていたものである。本店調査課から全店に配布されたはずであるが，国内になく国立アメリカ
公文書館から発掘できたのは皮肉なことである。
２．関東大震災の概要
現代では関東大震災の被害は，『日本史大事典』（１）によれば次のようにいわれている。
「地震そのものの規模は最大級ではなかったが，人口密度の高い地域が被災し，とくに東京・
横浜などで大火災が発生したため災害は甚大で，死者９万９，３３１人，行方不明４万３，４７６人，家
屋全壊１２万８，３６６，半壊１２万６，２３２，焼失４４万７，１２８，流失８６８を数えた。」
その被害を地域別にみると次のように分類される。
「死者・行方不明の合計は１４万２，８０７人，うち東京府で１０万７，５１９人，神奈川県で３万
３，０６７人，その他の県で２，２２１人である。東京と横浜ではそれぞれ全戸数の７０パ－セントと６０
パ－セントが焼失した。その他，横須賀，鎌倉，浦賀，厚木，秦野，真鶴などの市・町でも火災
が発生した。……家屋の倒壊は神奈川県で多く，全壊家屋の半数以上を同県が占め，小田原・鎌
倉などでは全壊率５０パ－セントを超えた。東京では本所，浅草，深川，下谷，神田の各区など
下町に倒壊家屋が多かったが，木造家屋の全壊率は本所区の１３パ－セントが最高で，日本橋，
京橋，四谷，麹町，本郷，小石川の各区では１パ－セントに満たなかった」
以上は人的被害・住宅中心の記述であるが，大災害地に立地する産業企業についても大災害であっ
たことはいうまでもない。しかし産業企業の被害状況を正確に把握するのは意外に困難である。震災
直後の１９２４年１月に発行された時事新報社経済部編『大震災経済史』が速報的役割を果たしている
が，その信憑性を検証できないままに援用すれば，主要工業の被害概要は第１表のようにいわれてい
る（工場法適用工場を対象）。
第１表 罹災工場の府県別
府県別 全焼 半焼 全壊 半壊 流失 小破損 計 割合（％）
東 京 府
神奈川県
千 葉 県
静 岡 県
埼 玉 県
山 梨 県
合 計
２０３
１９３
４棟
３９６
９
７
１６
２０
１００
１６
１
３６２棟
２
１３９
１３２
１６１
４６
４
５４棟
３４３
３
３
１３１
３５
５６棟
１６６
４９５
４６１
６２
４３
２０４工場
４７６棟
２
１，２６７
９１
８７
３９
６
６
〔備考〕１．『大震災経済史』５６３～４頁より計算の上再掲。
２． 東京府の罹災工場は職工５０人以上使用のもの。
３． 小破損とは損壊の程度が作業継続可能なもの。
４． 割合は工場数に対する罹災工場の比重。
５． 合計には埼玉県の棟数は含まれていない。
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同表によれば，工場被害が東京府・神奈川県に集中していることは明らかで，東京は工場数の約９
割，神奈川は９割弱が損害を蒙っている。前掲の住宅被災よりも一層高率である。すなわち，２府県
では災害地に立地した工場のほとんどが被災したことを物語っており，反面，近県では極めて僅かに
止まっていることが知られる。
そして同表の１，２６７工場を産業別にみると，第２表のごとく分類される。同表によれば工場数では
機械及器具工場（３８３）を筆頭に，染織工場（３５８），化学工場（２０２），雑工場（２００）が並び，職工数では染
織工場が最多（８８，１８１人），１工場当たりでも２４６人で最多である。これらの中には大工場が含まれて
いようが，平均でみれば中小工場が支配的である。同書は「多数の職工を雇する機械器具工場染織工
場等に於て被害の著るしきものあるを知り其他東京府に於ては化学工場の罹災せるもの９割６分の多
きに上る」（同書５６４頁）と述べている。
但し，企業ベ－スで考えれば，所有工場のうち震災地にあるものが罹災しただけで企業全体では一
部の損害で済んでいる場合もあり，逆に全工場ないし主力工場が罹災して企業の存続が危殆に瀕する
場合もあり，企業体質によって大きな差があることはいうまでもあるまい。だからこそ関東大震災の
打撃如何を企業別に把握し直す必要があり，それはなかなか面倒な問題となる。
高橋亀吉『大正昭和財界変動史（上）』は東洋経済新報社調を援用して，「主要会社にして決算面に
表示した損害額が，払込資本金の平均１割内外以上を算するものは，……９業種，３４会社に及び，製
作工業，船渠業の如きは実に５割以上に達している」（２）と紹介している。
また，同書は１０月末の復旧状況を「東京府に就て観れば既に作業を開始したもの総数の５割４分
に達し之に復旧の見込あるものを加へれば９割６分（実数４６９工場）の多きに達する。而して復旧の見
込なきものは僅に４分（実数１８工場）に過ぎない。神奈川県下の工場は被害甚大であった為め復旧は
遅延を免かれないが然し乍ら被害工場の大半は既に事業を再開し又は近々開始の見込ある模様で復旧
の見込なきものは４割６分を示すに止まる」（３）と楽観的に伝えている。しかしこれも産業別にも，企
〔備考〕１．『大震災経済史』５６４～５頁より計算の上作成。
２． 東京府のみ職工５０人以上の工場。
３． 職工数は震災当日現在。
４． 平均は１工場当たりの職工数。
第２表 罹災工場の産業別
工場別 工場数 職工数 平均（人）
染 織 工 場
機械及器具工場
化 学 工 場
飲 食 物 工 場
雑 工 場
特 別 工 場
合 計
３５８
３８３
２０２
１１１
２００
１３
１，２６７
８８，１８１
５５，７８０
２１，７８２
７，７６７
２２，４９５
１，２９７
１９７，３０２
２４６
１４６
１０８
７０
１１２
１００
１５６
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業別にも差異があるはずであるし，企業ベ－スでは工場の物的被害・その復旧だけでなく，売掛金の
回収難，需給関係の変化，価格の変動などに悩まされることになる。
（１）『日本史大事典２』平凡社，１９９３年，「関東大震災」（今井清一執筆）の項。
（２） 高橋亀吉『大正昭和財界変動史（上）』東洋経済新報社，１９５４年，４７０頁。
（３） 前掲，『大震災経済史』５６５頁。
３．三井物産自体の震災対応
それでは三井物産自体は震災にどう対応したのか，取引先の被害状況の調査にはいる前にみておこ
う。
東京本店と横浜支店の事務所は全焼し，本店の社員・家族は無事であったが，後述のように不幸に
も横浜支店では多数の死傷者を出した。「三井物産株式会社沿革史」によれば，本店での対応は次の
ようであった。
「（９月）３日芝区三田綱町７番地三井別邸内ニ於テ事務ヲ開始シ，専ラ使用人及ビ家族罹災者ノ
救済並ニ善後ノ処理ニ当ツタ」
「同月２１日麹町区有楽町３丁目２番地三井集会所内ヘ仮事務所ヲ移転シ，翌２２日ヨリハ震災
前ノ通リ一般業務ヲ開始シタ。之ヨリ先９月９日各店トノ連絡ヲ保チ機宜ノ処置ヲ採ラシメンガ
タメ大阪ニ本店臨時本部ナルモノヲ設ケ，武村常務取締役及ビ平田取締役ハ相踵デ何レモ同地ニ
出張シ，コレニ社員ヲ本店ヨリ出張セシメ，内外各地ヨリノ本店宛電報，手紙ノ発受，救済事業
及一般業務ノ連絡ニ従事シタ（其後本店ノ準備着々整頓シ同地ニ於ケル救済事業モ略一段落ト
ナッタノデ臨時本部ハ１０月末日之ヲ閉鎖シタ）。又同月１９日ニハ本店ニ臨時商務部ヲ設ケ，官
庁，諸会社等ニ接触シ，震災ニ関スル各種商内ノ援助ヲナシタ。尚１０月１１日本店内ニ震災善後
研究会ヲ設ケ……１９名ヲ委員トシ，震災ノ善後策ニ関スル諸般ノ事項ヲ研究シタ。」（１）
本店を焼失し，全社統轄の物的拠点を失った同社は，本店機能を震災とは無関係の大阪に移し，２
カ月弱同地から指揮を執ったこと，本店に臨時商務部を設置して東京での官庁，諸企業への接触を
図ったことが知られるが，思い切った機敏な行動であった。なお，三井物産の本店は日本橋の三井本
館東翼棟に入居していたが，本館自体の建物は地震でも倒壊しなかったものの，屋根が木造のため火
が建物内に入って焼失したという（２）。
他方，横浜支店での状況は次のようであった。
「震災ト同時ニ最モ敏速ニ，倉庫（煉瓦造３階建及鉄筋コンクリ－ト造３階建各１棟）ノ百ニ余
ル各窓及ビ出入口ニ厳重ナル防火戸締リヲナシ遂ゲタル為メ，倉庫内ニアッタ生糸及ビ絹織物類
ノ焼失ヲ免レ，巨額ノ損失ヲ未然ニ防止シタ許リデナク，有価証券，重要書類等ヲ安全ナル横浜
公園ニ搬出保護スルコトノ出来タ（のは幸いであったが），……別館煉瓦造受渡掛建物ガ隣接セル
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独亜銀行建物ノ倒壊ニ伴ツテ崩壊シ，不幸ニモ殉職者２３名（内社員１５名）ヲ出シタ」（３）
横浜支店には生糸部が並存し，その管轄下に多額の在庫があったものと思われるが，倉庫を守り抜
き「巨額ノ損失」を免れたことは物産全体にとっても幸いであったろう。横浜支店の活動が社船に依
存したことも独特である（４）。
三井物産の関東大震災による直接の被害額は明らかでない。「沿革史」は「関東大震災ニ依ル損害
モ全ク局部的ノ被害ニ止マリ，当社全体トシテハ聊カノ支障モナク，依然タル積極方針ニ拍車ヲ掛ケ
タ結果取扱高ノ如キハ更ニ前年ヨリ１，７００万円ノ増加ヲ見タ位デアッタ」（５）と誇っている。同社の大
正１２年下期営業報告書も「京浜地方ノ大震災ニ遭遇シ同方面関係ノ商売ハ一時休止ノ姿トナリタル
モ我社ハ全期ヲ通シテ相当ノ成蹟ヲ挙クルコトヲ得タ」と言葉少なに述べるのみである。同業の三菱
商事では，本社を置く丸ビルは無事であったが，直接損害として建物・商品・債権など９７万円を挙
げている（６）。三井物産でも本社・横浜支店全焼による直接的な物的被害もあろうし，取引先債権の回
収不能も皆無ではあるまいが，多額の損失でないことは確かであろう。
（１）「三井物産株式会社沿革史」第４編業務編第４部第４期（大正３年～昭和５年）第１０章第４期ノ特殊事
件３関東大震災。
（２） 石田繁之介『三井本館と建築生産の近代化』（鹿島出版会，昭和６３年）によれば，山下寿郎の言葉とし
て「この建物（旧本館――引用者）は，関東大震災に於て相当年数を経た建物でありながら，地震にはビク
とも致しませぬでしたが，屋根などが木造のために焼けました。しかし構造体そのものは，確つかりしてお
りましたから，三井合名会社では，これを補修して使う意志を持って居ったようであります」（２７頁）を紹
介している。実際には，旧本館の補修案は潰れ，新本館が昭和４年に完成する。また，震災時点での三井物
産の入居位置は旧本館の東翼棟であったが，次のような配置であったという。
「旧本館の建物は駿河町に面して凹字形をなし，凹部の中庭をとり囲んで，中央正面に三井銀行，東側左
翼の棟に三井物産，西側右翼の棟に三井鉱山，三井同族会が入居していた」（１９頁）
（３）（４）出所は前掲注１と同様。それによれば「震災ノ前日入港シタ社船宝永山丸ニ仮事務所ヲ設ケ，同船ヲ
罹災者家族避難所ニ当テ，専ラ救済ト善後ノ処置ニ取掛ツタが，同月１５日社船三弘丸（小樽ヨリ救護品ヲ満
載シ横浜ニ急航シ来ツタ船デ，荷揚後宝永山丸ト交代シ横浜支店ノ本拠トナリシ船）ニ店員及ビ家族ヲ移
シ，宝永山丸ハ大阪方面ヘノ避難者ヲ乗セ，同日出帆シタ。支店ノ事務ハ１８日倉庫掛事務所焼跡ニ天幕ヲ
張リ執務スル事トナッタガ，焼失シタ支店事務所建物ハ鉄筋コンクリ－ト造デ構造ガ堅牢デアッタ為メ只内
部塗替，床板張替等ノ応急修理ヲ施シテ間モ無ク之レニ引移リ，平常通リ事務ヲ取扱ッタ」という。
（５）前掲「三井物産株式会社沿革史」第４編業務編第４部第４期第６章１業務ノ推移大略。
（６）『三菱商事社史』では被害の明細を記載しているが，合計すると横浜支店など建物４万円強，商品７８万
円，債権１５万円，総額９７万円であった。雑貨部の木材・絹物・ゴム３６万円，グッドイヤー係のタイヤ等
３４万円，日本機械製作所への貸金１２万円が主なものであった。そして損失は最終的には９２万円となり，
大正１３年４月期決算で処理されたという。同書１９５～６頁。
４．物産取引先の被害状況
１） 概 況
さて，本店調査課が作成した「当社取引先罹災状況調」では，冒頭に「罹災売買取引先ノ直接被害
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額（事務所・工場・商品ノ罹災高ノミヲ云フ）ハ総計約３億円ニテ之ニ債権上ノ損失ヲ加算スレバ中々
ノ金高ニ達ス可シ，幸ニ当社関係ノ取引先ハ平素ヨリ信用調査ヲ励行シ有力ナルモノヲ選択シ居レル
ヲ以テ致命的打撃ヲ蒙ムルモノ甚ダ小数ナリト云フ可シ」と述べ，日頃の取引先選別の効果が利いて
いることを誇っている。そして，取引先の罹災数と免災数を第３表のように整理している。
すなわち，東京地区２９４軒が罹災したものの，免災数も２１７軒を数え，必ずしも取引先がすべて罹
災したわけではないことが知られる。ただし取引先に対する債権額では，罹災先が２，０５２万円，免災
先が９４５万円であるから，免災先は相対的に取引が少なく，取引額の多い罹災先の損害程度が債権確
保に影響してくる可能性をはらんでいる。横浜地区は罹災先が７０軒で，免災先の１１軒と大差がある
が，債権額では免災先の方がやや多いという違いを見せている。
そして部によって，状況は大きく異なっており，営業部，砂糖部，金物部では罹災先が軒数のほと
んどを占め，機械部・石炭部では免災先の方がやや多く，機械部では免災先の方が債権額で断然多い
という特色を見せている。横浜では生糸部があり，その関係先の模様が反映しているはずである。東
京・横浜両地区を合わせ，２２８軒の免災先に対する１，２２５万円の債権は，一応無事といえ，問題は
３６４軒の罹災先に対する２，２６０万円の債権の帰趨である。物産全体からいえば，２，２６０万円程度の債
権額は，もともと大した金額ではなく，そのすべてが焦げ付くわけでもないから，影響軽微と予想す
るのも無理はない。
２） 業種別調査結果
同調査は，業種ごとに震災の被害状況を整理しており，さらにそこに含まれる取引先の被害状況・
回復の見込み・問題点を個別に指摘している。同調査は業種を２３種に分類しているが，必ずしも分
類が適当とはいえないものの，茲では同調査に従って調査内容を紹介しよう（番号は同調査が業種に
付けたもので，そのまま生かしておくが，２２番は銀行・火災保険・倉庫を一括しているので，以下
の紹介でも別扱いとしておく）。同調査は２３業種を羅列しているが，細かすぎるのでここでは繊維，
第３表 罹災工場の産業別
（金額単位：千円）
部 名 震災軒数 物産債権額 免災軒数 物産債権額
石 炭 部
金 物 部
砂 糖 部
営 業 部
機 械 部
東 京 小 計
横浜支店・生糸部
京 浜 合 計
９３
１９
１３
９７
７２
２９４
７０
３６４
１，９９０
１，２２０
２，１００
１１，５２０
３，６９０
２０，５２０
２，０８０
２２，６００
１１８
１
２
９６
２１７
１１
２２８
９５０
９０
１００
８，３１０
９，４５０
２，８００
１２，２５０
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軽工業，金属・機械，化学等，その他の５分野に集約して紹介する。まず，調査が説明する業種ごと
の内容をそのまま掲げるが，その業界の被災状況について調査課の見解を知るとともに，同課の事態
把握力の程度も知られよう。
（１） 繊 維 分 野
１．綿糸紡績業
今回関東震災ニ依リ受ケタル紡績ノ生産力被害減少ハ約５５万錘ニシテ本邦総生産力ノ略１割強ト
見ル可ク其中数ケ月乃至１ケ年内ニ恢復シ得ルモノ大部分ヲ占メ居レリ 之被害工場ハ主トシテ堅実
有力ナル会社ナルガ為メナリ
要スルニ大正１１年下半期ニ於ケル据付錘対運転錘比率ハ９割ニシテ１割ノ余力ヲ存シタルモノナ
レバ此際１割ノ減少ハ大局生産ニ対スル影響極メテ軽微ナリト云フ可キナリ
２．毛織業及製品販売業
我ガ国毛織物年産額モスリン５，２００万円，其他１億９００万円，合計１億６１００万円ニシテ，内震災
地域ニ於ケル年産額モスリン２，７００万円，羅紗，セル等５，１００万円ナリ
羅紗
震災地域内羅紗工場ハ千住製絨所，東京毛織及大和毛織ニシテ之トノ差シタル損害ニアラズ，復旧
容易ナルベシ
モスリン
モスリン業ハ各工場直接被害比較的軽少ニシテ生産能力回復ニハ１ケ年ヲ要スルニ過ギザルベキモ
原料製品ノ被害莫大ナリ
震災ノ生産能力ニ及ボセル影響ノ的確ナル算定ハ困難ナルモ大体次ノ如シ
震災前最大能力 震災ニヨル生産減
東京モスリン ３，６００万碼 １，２００万碼
東洋モスリン ３，０００ １，０００
上毛モスリン ２，５００ 別状ナシ
栗原紡織 ５００ 全滅
西川モスリン工場 ４５６ 全滅
大東モスリン工場 １４０ 全滅
野呂モスリン工場 １２０ 全滅
合計１億３１６万碼ニ対シ３，４１６万碼ノ生産減ニテ即震災地工場生産能力ノ約３割，全国生産能力ノ
約１割７分ノ減少ヲ生セリ 此破壊能率ノ復旧ニ就テハ各社共復旧容易ナル織機ノ修理ヨリ開始シ
漸次紡機等ノ恢復ヲ計リツヽアリ 目下操業ヲ開始セルハ上毛モス（各工場），東洋モス（第１工場
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全部及第２，３，４工場各一部），東京モス（吾嬬工場ノ第３工場全部，其他ハ一部）ノ３社ニシテ栗
原以下４社ハ全焼滅ノ為メ全然操業不能ナルモ生産能力極少ナルト何レモ復旧ニ努メツヽアレバ遠
カラズ復興ス可シ 而シテ此生産減少ヲナシ且在庫品全滅セシモ震災前既ニ生産過剰ニテ操業短縮
説喧シカリシ際トテ却テ自然調節ヲナシツヽアリ
在荷
震災当時ニ於ケル京浜間在庫モス生地約７百万碼ハ殆ンド全焼シ各工場又半ケ月休錘セルヲ以テ震
災後ノ年産７千万碼トシ半ケ月休錘ヨリ来ル生産減約３百万碼ト見レバ約１千万碼市場ヨリ消滅セ
ル形ニシテ之ニ各社手持原料数百万円ノ焼失ヲ加フレバ原料製品損失合計約１千数百万円ニ達スル
ナル可シ
３．製麻絹糸及製品販売業
製麻
震災地域内所在製麻工場ハ日本製麻会社唯一ニシテ而カモ同社主要工場ナル赤羽工場ハ被害甚大ナ
ルニモ不拘幸ニモ予備機械ノ手持アリシヲ以テ被害工場生産能力ニハ大ナル支障ナク復興ハ容易ナ
ルベキヲ以テ製麻界今後ノ生産能力ニハ差シタル影響ナカル可シ
製品並原料ノ焼失ニ付テハ日本製麻，帝国製麻共不尠被害アリト雖モ一面震災地都市復興計画ノ進
捗ニ従ヒ特殊製品ノ需要増加見込アルノミナラズヅック，ヅック類ノ厚地物諸官衙ノ補充的需要一
時ニ増加シ来レルト其一般需要先ノ範囲広汎ニシテ且問屋筋モ震災地域外ニ多キ関係上売掛金ノ回
収比較的容易ト見ラルヽヲ以テ震災ノ結果ハ有利ニシテ其復旧ハ案外早カルベシト察セラル
生糸
震災当時京浜間生糸在荷ハ６万梱見当ニシテ（内横浜市場５５，８１０梱）内焼失損失額ハ約６，５００万円
内外ニシテ製糸家ノ損害約４千万円，其他ハ主トシテ輸出商ノ損失ナリ 唯当社引合ノ製糸家ハ何
レモ有力者ナルヲ以テ之ガ為メ当社ニハ直接実損ヲ蒙ルコトナカルベシ
以上の繊維分野における物産の取引先の被害状況を示せば第４表の通りである。同資料から筆者が
作成したので，作成基準について若干コメントしておこう（以下の諸表も同様）。
綿糸紡績で１１社，毛織物で１６社，製麻絹糸で１２社，合計３９社であるが，本社が震災地以外にあ
る企業８社では，「所在地」欄には震災地に存する事務所ないし営業所を表示している。要するに，
震災地に本社，事務所，営業所，工場，倉庫などを持つ企業が列挙されている。
「被害額」欄は物産の調査能力を発揮して把握した金額であるが，対象企業から聴取したとはいい
ながら，震災直後の時点であるから企業自体がわかっていない面もあり，概数とみるべきであろう。
被害額が焼失，倒壊，破損など物的な被害の見積額だけの場合，有価証券，売掛金などを含む場合，さ
らに再建までの休業損失，再建費用まで含む場合，のように企業によって被害額の表示が異っている。
同表では物的被害額を原則とし，売掛金の回収不能額が被害額に算入されている場合はそのまま表
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第４表 三井物産取引先の罹災状況（繊維分野）
社 名 事 業 内 容 罹災地での所在地 資本金 うち払込 被害額
綿
糸
紡
績
業
１
２
３
４
５
６
７
８
９
１０
１１
富士瓦斯紡績
大日本紡績
鐘淵紡績
日清紡績
東洋紡績
東京紡績
足利紡績
（株）服部商店
大興紡績
相模紡績
小田原紡織
（綿糸紡績）
（綿糸紡績）
（綿糸紡績）
（綿糸紡績）
（綿糸紡績）
（綿糸紡績）
（綿糸紡績）
繊維工業・加工売買
（綿糸紡績）
（綿糸紡績）
（綿糸紡績）
府下南葛飾郡大島町
深川区
府下南葛飾郡隅田村
府下南葛飾郡亀戸町
日本橋区浪花町
日本橋区芳町
日本橋区平松町
日本橋区堺町
神奈川県足柄下郡
４５，２００
５０，０００
１８，１２７
１１，０００
５０，０００
２，０００
１０，０００
１０，０００
２，０００
１０，０００
６，０００
２７，９５０
５０，０００
１６，４８０
９，４６０
３１，２５０
１，５００
２，５００
４，０００
１，２００
４，２８１
３，７５０
１１，０００
３，０００
２，０００
２，５００
５，０００
１，０００
３
３００
２
２，０００
３，０００
毛
織
物
及
製
品
販
売
業
１２
１３
１４
１５
１６
１７
１８
１９
２０
２１
２２
２３
２４
２５
２６
２７
東洋モスリン
東京モスリン紡績
上毛モスリン
栗原紡織
東京毛織
日本原毛
日本毛織
千住製絨所＊
満蒙毛織
山保毛織
大和毛織
後藤毛織
東京帽子
東京絹絨紡績
（資）日英毛類貿易商会
（株）島田商店
毛斯倫・毛糸・綿糸・絹布
毛斯倫・梳毛糸
毛斯倫・毛糸
毛斯倫
毛織物
毛糸紡績・羅紗製絨
毛織物
陸軍用服地・毛布
毛織物
毛織物
（毛織物）
（毛織物）
帽子製造
綿糸・毛糸紡績
毛糸毛織物中継売買
毛織物・原糸製造販売
府下南葛飾郡亀戸町
日本橋区蛎殻町
日本橋区蛎殻町
本所区柳島横川町
麹町区有楽町
府下豊島郡三河島町
府下千住町
麹町区有楽町
日本橋区上槇町
府下千住町
府下荏原郡大井町
本所区柳島元町
府下千住町
麹町区永楽町
日本橋区弥生町
１５，０００
１５，０００
１４，０００
４，０００
２０，０００
１，５００
２０，０００
１０，０００
１，０００
２，０００
５，０００
１，０００
１，２００
３０
２，０００
１０，０５３
１２，７８７
１０，６１０
２０，０００
９００
１５，０００
３，５００
６００
５００
３，９５０
１，０００
３００
２，０００
２，５００
５，５００
３，０００
５，１１０
３，０００
２０―３０
軽微
２，５００
なし
２５
軽微
軽微
４００
３６
２０―３０
２００
製
麻
絹
糸
及
製
品
販
売
業
２８
２９
３０
３１
３２
３３
３４
３５
３６
３７
３８
３９
日本製麻
帝国製麻
横浜製綱
東京製綱
小倉貿易
原（名）
片倉製糸紡績
神栄
小野（名）
（株）小野商店
（株）西田嘉兵衛商店
龍華絹糸紡績
麻織物・麻糸
麻織物・麻糸
製綱販売
製綱・針金網製造販売
麻類・雑貨輸入販売
生糸・織物輸出入
製糸紡績
生糸受託販売
糸商
毛糸紡績
麹町区有楽町
日本橋区裏岸
神奈川県神奈川町
京橋区南鍋町
日本橋区本町
横浜市弁天通
京橋区畳町
横浜市本町
横浜市弁天通
横浜市弁天通
下谷区上野町
横浜市南吉田町
１５，０００
３１，０００
２，０００
１０，０００
１，０００
２，０００
５０，０００
５，０００
２，０００
３，０００
１，０００
３５０
９，０００
１８，８５０
１，７５０
７，０００
５００
２５，０００
２，３７５
２，０００
１，５００
７５０
３５０
１，８００
２，４７０
２，０００
２，５００
２７０
９，０００
３，７００
３，９５０
２５０
３，０００
７００
２６０
〔備考〕１．三井物産調査課「訂正増補 当社取引先罹災状況調」より作成。（ ）内は『帝国銀行会社要録』（大正１０年版）およ
２．事業内容・所在地の空欄は，上記『要録』によっても判明しなかったもの，その他の箇所の空欄は該当がないもの。
３．社名欄の＊印は個人商店その他で会社形態でないもの。（名）は合名会社，（資）は合資会社，無印は株式会社。
４．罹災工場等，域外・無事工場欄では、工場名等は地名のみで表示。金額は判明した限りを記入。
５．以下の第５～８表も同様。
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（単位：千円）
本社・支店・倉庫等 罹災工場等 （域外・無事工場） 在庫 売掛金等 摘 要
保土谷・押上倉庫焼失
倉庫一部焼失
本社全焼（借）３
本社類焼（借）
本社倒壊
押上全焼，保土谷・川崎倒壊・小山大部分倒壊
深川全焼・橋場軽微
東京１－５（軽微もあり）
亀戸１－２
王子１－２全壊・栗橋軽微
西新井一部
横浜倒壊
平塚倒壊
工場倒壊
小名木川，多数
多数
多数
多数
多数
名古屋
大津
一部
一部
一部
被害大
（本社兵庫県尼崎市）
（本社大阪市北区）
財政困難
（本社名古屋市東区）
公表より増加見込
苦痛大
営業所全焼５０
本社全焼（借）
東京支店（借）全焼
東京支店（借）全焼２５
店舗全焼２００，住宅全焼１００
亀戸第２－４の大部分２５００
吾嬬第１，２倒壊，亀戸第２，３倒壊２０００
練馬全壊１０００
工場及倉庫全焼５１１０
王子全壊２６００，大井２００，南千住軽微７０
工場軽微１０－２０
織機・梳毛倒壊・紡毛運転不能２５００
工場一部倒壊
柳島一部・倉庫１３０
工場倒壊３６
静岡
吾嬬３・亀戸１
沼津・館林
大垣
多数
満州
小石川・大阪
３，５００
１，７００
一部
仕掛品
商品全焼
２７０
２０
１，０００
多額見込
多額見込
数１０万
１００
１０－２０
５０－６０
３－４
５００－６００
公表は１００万円
秘密主義・被害大・要注意
（本社群馬県邑楽郡館林町）
大打撃だが回復可能
（本社神戸市西出町）
復旧可能
（本社奉天）
（本社栃木県足利郡三重村）
打撃大・回復困難
横浜支店全焼６５０
本店・横浜支店全焼２０９
全焼
事務所・倉庫全焼１００
本社一部焼失２０，横浜出張所全焼３００
支店全焼５０
営業所・倉庫・不動産全焼２５０
本店全焼（借）３～４
赤羽２，３一部１３００，大宮一部
機械２６４
本社工場全焼２０００・子安軽微
３工場全焼２５００
八王子・大宮・熊谷軽微８０
事務所・工場・在庫全焼２６０―２７０
赤羽１
多数
川崎・兵庫
８２０
１，９９７
２００
２５０
９，０００
３，３００
３，９００
３，０００
５００
相当額
相当額
４００中多額
相当額
１００
公表１５００
楽観できず
経営困難
打撃大だが信用大
（本社神戸市栄町通）
西田個人も被災
回復困難
び筆者の判断により補充。
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示し，算入されていない場合は「外１００」のように外数であることを示した。
また在庫・売掛金で金額が不明だが被害のあったものは「相当額」「多額見込」など抽象的な表示
にしてある。
「本社・支店・倉庫」欄は工場と区別するために設けたが，本社や支店の表示がない場合は，単に
事務所，営業所，店舗と表示している（個人商店では住居を兼ねる店舗もすくなくない）。焼失倉庫に
内蔵されている在庫は「在庫」欄に表示した。（借）は賃借物件であることを示し，焼失しても什器備
品だけの損害で，金額的には軽微であることを意味している。
「罹災工場等」欄は，罹災した工場名と被害状況を示したが，震災地にあっても無事な工場，震災
地外に存在する工場を「域外・無事工場」に参考表示した。当該企業の受けた打撃の程度を間接的に
表示するためである。ただし，震災地外に多数工場を擁する企業は，工場名を列挙せず「多数」と表
示してある。
「在庫」欄は，原表の一部にあった品目や製商品，仕掛品，原材料の区別をせず，すべて「在庫」
で統一した。
「摘要」欄には，本社が震災地外の場合の所在地，原表につけられたコメントで参考になるものを
掲げてある。
被災物件で金額がわかるものは，可能な限り物件ごとに表示し，被害の大小を示している。ただし
原表自体が不完全，区々な表示のため，個々の被害金額を合計しても「被害額」と必ずしも一致しな
い。個々の金額はあくまでも参考表示である。
以上のことを念頭に置いて，繊維分野について考察をしてみよう。第１に各業種の被害概況と見通
し，第２に物産取引先の性格，第３に物産取引先の被害程度である。
綿糸紡績では，震災による生産能力の減少は１割だが，もともと生産能力は１割過剰であったか
ら，むしろ適正化したというべく，被災工場も大企業だけに回復容易と楽観的であった。物産取引先
では大日本・東洋・鐘淵・富士瓦斯・日清の５社，登場しないのは震災地に工場のない大阪合同紡だ
けであって，大紡績会社をほぼ網羅している。払込資本に対する被害額の比重でみる限り（１），富士瓦
斯紡以外は３割以下であり，地方に多数工場を擁していたから，企業全体への影響は小規模に止まっ
ている。富士瓦斯紡は払込資本の４割に及び，中程度の影響であったと思われる。
中規模以下の紡績企業では，足利・大興両社は本社が全焼したとはいえ借屋であり，ほとんど被害
はなく，東京紡・服部商店も軽く，相模・小田原の打撃が大きかった。とくに本社・工場が罹災した
小田原紡織は最も苦しく「是非復興スル意向ナルガ興銀ヨリ借入ノ１０５万円ハ据置ノ承認及復興費ヲ
政府ヨリ便利借入方尽力中ノ由ナリ蓋シ罹災紡績会社中償却モ積立金モ尠ク苦痛最甚シキ筈ナリ一部
株主中ニハ合併説ヲナスモノアルモ現状ヲ継続スル由ナリ」とコメントされている。名古屋の服部商
店も，罹災した横浜工場を不成績のためこの機会に売却する意向であった。もともと中堅どころで震
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災地に工場を持つのは少なく，物産の取引が狭いとはいえまい。
次に毛織物では，年産額の１／３が震災地であったから，大打撃であった。しかし羅紗は損害軽微
で，復興は容易であったが，モスリンの方が大変であった。すなわち，生産能力では全国ベ－スで
１７％の減少，震災地ベースで３割の減少にあたるが，生産過剰であったからむしろ好都合の調節と
なった。問題は原料製品の焼失損で，１千数百万円に及ぶ見込みであった。
物産の取引先で毛織物関係は１２社あったが，罹災地外に本社のある日本毛織，満蒙毛織，山保毛
織をはじめ被害軽微の企業が７社を数える。問題なのは島田商店で，工場は無事だが，在庫の焼失，
受取手形１５０万円のうち５０～６０万円回収困難と予想され，払込資本と同額の被害額に達し，回復困
難と見込まれている。陸軍用服地・毛布を製造する千住製絨所も２５０万円の被害であるが，建物の損
傷が大部分で，生産は震災前に復旧している。したがって，島田商店以外の各企業は被害軽微か，回
復可能で問題なしと判断されている。
問題なのはモスリンで，物産取引先４社とも多額の被害を生じたとみている。東京モスリン紡績は
極度の秘密主義で，被害は１，５００万円とも１，０００万円とも噂され，本調査では工場設備２００万円，在
庫焼失３５０万円，計５５０万円と査定しているが，売掛金も問屋筋が罹災しているので多額の回収不能
が予想されている。そして「被害ヲ秘スルコトヲ得ルハ保留準備金ヲ以テ損害ヲ補充セントスルモノ
ナルヤモ知レズ」とコメントしている。東洋モスリンも同社発表は１００万円の被害額であるが，物産
は２５０万円と査定し，売掛金も多額の回収不能分があると想像している。上毛モスリンは３００万円の
被害であるが，域外に工場もあり，不安視されていない。さらに栗原紡織では資本金を上回る５１０万
円の被害額で，苦境にあるが，残余在産１００万円を担保に勧銀から５０万円の融資を受け，大口債務
７０万円の延払を交渉したりしており，「震災ハ致命的ノ大打撃ナレドモ代表社員ハ特別信望厚キ人ナ
レバ漸次復興スルナラン」とコメントされている。
最後に，製麻絹糸であるが，製麻と絹糸では明暗が分かれている。前者では日本製麻の赤羽工場の
罹災だけで，多くの業者は地域外のため被害なく，却って復興需要にからんで業界全体では好影響を
受ける立場にあった。物産は日本・帝国両製麻と取引があったが，東京の日本麻糸，東京麻糸紡績と
は関係がなかった模様である。ラミー紡績も地域外のためここには登場していない。日本・帝国両製
麻には在庫焼失はあったが，域外の問屋筋が多いために回収不能も少ないと予想され，各２００万円内
外の被害額に止まると見込まれている。ただ，関連製品の製綱で東京，横浜両製綱や小倉貿易が打撃
を受け，特に本社工場全焼の横浜製綱（払込資本を上回る２４７万円の被害）や，在庫焼失・売掛回収困
難な小倉商店は危険視されている。
後者では生糸在庫の焼失が多額で，製糸家・輸出商が打撃を蒙った。物産取引先でも在庫焼失によ
り原合名９００万円，片倉製糸３７０万円，神栄３３０万円，小野商店３００万円と軒並み被害を受けてい
る。ただ，少なからざる損害を受けた片倉製糸では震災地の工場被害は軽微であり，神栄は神戸を本
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拠とする企業であって，原合名も「損害ハ同社ニトリ容易ナラザル打撃ニハ相違ナカルベキモ信用厚
ク基礎鞏固ナル同社トテ動揺ナカル可シ」と何れも不安視されていない。いずれにしても製麻絹糸で
は払込資本を超え，あるいはそれに近い被害額が多くみられ，物産としても要注意の分野であったろ
う。
（１） 被害額の規模を示すには，設備の点では固定資産に対する比重であろうし，在庫・売掛金まで含むなら総
資産に対する比重でみるべきであろう。大企業はともかく，中堅企業まで網羅してそれを計算するのは資料
的にも困難であって，便宜的に払込資本で代用したわけである。
（２） 軽工業分野（除く繊維）
１３．製粉及穀物販売業
米
在荷 京浜ニ於ケル米ノ焼失高ハ内外産ヲ合セ約５０万石ナリトハ農商務省ノ発表セシ所ナルモ実
際家ノ説ニヨレバ８０万石内外ナリト云フ 果シテ然ラバ石３５円替トシ約２，８００万円ノ損害トナ
ル可シ 而シテ残留米ハ神田川其他ニテ極ク僅少量ニ止マリシガ如シ
震災直後市民ハ忽チ食糧ニ窮シ即チ政府ハ応急ノ策トシテ全国ヨリ約５０万石ヲ集中セリト聞ク
而シテ其後ノ情勢ニ鑑ミルニ外米輸入税撤廃，支那防穀令解除，加州日本向輸出決議等アリタリ
ト雖モ本邦本年ノ作柄良好ナラサルヨリ察セバ今後ノ供給ハ多少不足勝ノ趨勢ニアルモノノ如シ
米穀商人 次ニ米商人ノ状態ヲ見ルニ多クハ甚大ノ損害ヲ蒙リ資力ノ上ニ於テ全滅ノ形勢ニ在リ信
用ハ根本ヨリ覆ヘサルヽノ惨状ニ陥リ現在銀行業者ニ顧ミル無ク金融機関全ク杜絶ノ状況ニ在リ
而シテ営業倉庫モ亦今ヤ全滅シ貯蔵米ヲ存スルヲ得ザル有様ニシテ京浜ノ市民ハ府下並ニ近県ヨ
リ輸送ヲ埃テ初メテ其日其日ノ食糧ヲ得ルノ状態ニアレドモ運輸機関未ダ完全ナルヲ得ズ 万一
数日間交通ノ便絶タレンカ忽チ市民ハ餓ニ赴カサル可カラサル甚ダ心細キ現況ナリト云フ可シ
然リト雖モ米商人ノ意気ヤ未ダ衰ヘズ復興ノ熱旺ンニシテ独力以テ恢復ヲ期スルモノアリ此意気
□熱ハ以テ米商隆盛ノ日ヲ見ル期シテ待ツベキナリ
製粉
製粉ノ焼失ハ約１５万袋内外ニテ約５０万円ニ近キ損害ニ止リ製粉工場ノ被害モ割合軽微ニシテ而カ
モ被害ノ多クハ新築中ノ工場ノミナレバ従テ製造能力ニ於テハ殆ンド震前ト異ル所ナキノミナラズ
製粉会社ニトリテ好都合ナル事ハ一面小麦ノ輸入税免除，鉄道運賃ノ半減等有利ナル条件ノ加味セ
ラレタルモノアルト他面米不足ノ為メ粉ノ需要ハ寧ロ増加ノ傾向ニアリテ一向価格ノ下落ヲ見ザル
事ニシテ禍化シテ福トナリタルモノト云フヲ得ベキナリ
１５．食料品製造業
麦酒会社ノ中ニ就テ 麒麟麦酒会社ハ製産能力年７万石ノ横浜本工場ヲ焼キ全能力ノ５割ヲ減ジタル
モ分散経営主義ヲ採レル日本麦酒会社ハ能力１０万石ノ吾妻橋工場ヲ烏有ニ帰シタル外他工場モ可
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成ノ震害ヲ蒙リシガ総生産能力ノ２割弱減ニ過ギズ 日英醸造会社ノ如キハ極ク軽微ニテ事済ミタ
リ 唯各社製品ノ焼失乃至売掛金回収難ト操業休止ニヨル損失ヲモ加算スレバ僅少ナラザル額ニ達
ス可キモ何レモ舞台ノ大ナルヨリセバ其前途ニ著シキ影響ナカルベク之ガ復旧遠カラサルヲ思フモ
ノナリ
製菓会社ニ於テハ 東京菓子ガ横浜ノ飴工場ヲ焼失シ森永製菓等工場ノ破損アリタリト云フモ素ヨリ
大ナル損害ニ非ラズ 東洋製菓ノ如キハ殆ンド直接被害ヲ受ケズト云フモ可ナルベシ 従テ生産ノ
方面ニ於テハ先ヅ大ナル影響無カルベク而カモ震災直後米穀ノ欠乏ニ原因シ菓子類ノ需要頓ニ増加
セルヲ以テ爾来各社共ニ全能力ヲ挙ゲツヽアル有様ナリ
１６．製糖及砂糖販売業
這般ノ震火災ニヨリ京浜間ノ在糖百十余万俵焼失シ其損害２千万円ニ達シ之ヲ所有者別ニ見レバ問屋
６分，製糖会社４分ノ割トナル
製糖会社
製糖会社トシテノ被害ハ市中在庫品（４０余万俵）ノ焼失，工場（震災地域内所在工場ハ大正，明治，
日糖ノ３社ノミ）ノ全潰或ハ破損，事務所ノ焼失等１，３００万円内外ナリ，而シテ右在庫品ノ焼失ヲ
補フ目的ヲ以テ糖業聯合会ニテ限産協定問題ヲ凝議シ本年度産額４２０余万俵ノ６分即２５万俵ヲ追
加増産スル事ニ決定シタリ，殊ニ２，３製糖会社ハ瓜哇糖ノ買持４００万円内外ノ利益ニヨリ震災ニ
ヨル被害ヲ償却シ大体ニ於テ前季同様ノ配当据置ヲ行フ事ヲ得タリ
要スルニ製糖会社ノ多クハ大資本ヲ有スル外右ノ如キ事情アリ実際打撃ヲ蒙リタルモノナシト云フ
ベシ
砂糖問屋
砂糖問屋ハ在庫品ノ多額ヲ焼失シ大打撃ヲ蒙リタルモ既ニ夫々商内開始シ居レバ漸次恢復スベキモ
ノト思ハル
２０．製紙並ニ製品販売業
紙ノ焼失高 ニ付テハ正確ヲ期シ難キモ東京府産業課ノ調ニ従ヘバ洋紙７，２５０万封度７４０万円及和紙
８０万円，合計８２０万円見当ナリト云フモ実際家ニ付キテ質セバ１，５００万円ニ上ルベシト云フ
製紙会社 大工場タル王子製紙，富士製紙，三菱製紙ノ諸工場孰レモ焼失ヲ免カレ其内最モ被害甚シ
カリシ王子製紙ノ第２工場ノ如キモ１１月中ニハ殆ンド修繕ヲ完成シ本年中ニハ全テ恢復セラル可
シ 殊ニ製紙生産力ハ全国ノ約１割ヲ占ムルニ過ギズ極ク僅少ナリト云フヲ得ベシ
然レドモ彼等ノ手持損及債権回収不能ニ基ク損失ニ至リテハ各社之ヲ秘シ只管自社ノ堅実ヲ誇ラン
トスルヲ以テ適確ニ之ヲ知ルヲ得サルモ可成ノ痛手ナルヤニ観測サル
製紙販売業者 罹災セルモノ１６０ノ中１５０ヲ算シ其大手筋ハ何レモ５０万円以上ノ損害ヲ蒙リ中ニハ
惨状ヲ呈セルモノアルモ関係製紙会社ニ於テヨク補佐スルニ依リ辛フジテ命脈ヲ保ツモノアリ
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第５表 三井物産取引先の罹災状況（軽工業分野）
社 名 事 業 内 容 所 在 地 資本金 うち払込 被害額
製
粉
及
穀
物
販
売
業
１４８
１４９
１５０
１５１
１５２
１５３
１５４
１５５
１５６
１５７
日本製粉
日清製粉
東亜製粉
（株）木村徳兵衛商店
（株）加藤商店
（株）遠利商店
（株）松本米穀製粉会社
辻 仁作商店＊
（資）桐山金蔵商店
（株）岩崎清七商店
小麦粉製造
小麦粉製造
小麦粉製造
米穀問屋
外米護謨原料木材等
米穀肥料・倉庫業
小麦粉製造・米穀肥料
米問屋
米肥料砂糖商
米穀肥料商
麹町区有楽町
日本橋区小網町
南葛飾郡大島町
深川区佐賀町
日本橋区通２丁目
日本橋区亀島町
深川区佐賀町
深川区佐賀町
深川区佐賀町
深川区佐賀町
１１，５５０
４，６８０
２，５００
１，０００
１，０００
５００
３，３１０
身代３５０
１００
１，０００
６，８１０
３，１９０
１，２５０
１，０００
１，０００
５００
１，９２３
１，０００
１，０００
１００
３５
２，０００
３００
１００
９０
６３０
６０
５５０
食
料
品
製
造
業
１６９
１７０
１７１
１７２
１７３
１７４
１７５
大日本麦酒
麒麟麦酒
東京菓子
森永製菓
（株）籾山商店
東洋製菓
（株）逸見山陽堂
（麦酒製造）
（麦酒製造）
（製菓）
（製菓）
海産物問屋
ビスケット製造販売
食料品業
（荏原郡目黒村）
（横浜市山手町）
府下大久保百人町
（芝区田町）
日本橋区小網町
荏原郡品川町
日本橋区大伝馬町
４０，０００
１０，０００
３，０００
３，０００
５００
６００
３００
２４，４００
６，１５０
１，５００
３，０００
５００
６００
２５５
６，５００
１，３００
３９０
２５０
６００
３０
１７１
製
糖
及
砂
糖
販
売
業
１７６
１７７
１７８
１７９
１８０
１８１
１８２
１８３
１８４
１８５
１８６
１８７
１８８
１８９
１９０
１９１
１９２
１９３
明治製糖
東洋製糖
大日本製糖
台湾製糖東京出張所
帝国製糖
新高製糖
大正製糖
塩水港製糖
台東製糖
新興製糖
台南製糖
南満州製糖
高津商事東京支店
西川庄六商店＊
（名）堤商店
殿木市太郎＊
（株）熊取谷商店
松本喜三郎商店＊
（製糖）
（製糖）
（製糖）
（製糖）
（製糖）
（製糖）
（製糖）
（製糖）
（製糖）
（製糖）
（製糖）
（製糖）
砂糖輸入販売
砂糖・綿問屋
砂糖問屋
砂糖問屋
砂糖問屋
砂糖問屋
麹町区有楽町
麹町区丸の内仲通
府下砂町
麹町区有楽町
京橋区桶町
芝区琴平町
日本橋区芳町
日本橋区呉服町
麹町区八重洲町
日本橋区伊勢町
日本橋区呉服町
日本橋区蛎殻町
日本橋区通４丁目
芝区二葉町
日本橋区小舟町
京橋区岡崎町
日本橋区掘留
２７，５００
３６，２５０
２７，２５０
６３，０００
３０，０００
２８，０００
７，０００
２５，０００
１，７５０
１，２００
２０，２５０
１０，０００
３，０００
身代２，０００
２００
身代１，０００
２，０００
身代７００
１８，４７５
２０，６２５
３８，１００
１８，７５０
１０，７５０
４，２００
１８，１２５
１，７５０
１，２００
１６，９３７
６，０００
１，９５０
５００
８６０
１，５００
１，１００
７７８
３５０
３０７
５０
２，４２９
４０
５０
３６０
３
７００
１，０００
１７０
７００
３，４５０
１４０
製
紙
並
製
品
販
売
業
２２９
２３０
２３１
２３２
２３３
２３４
２３５
２３６
２３７
２３８
２３９
王子製紙
富士製紙
日本加工製紙
島田商店＊
川島紙店＊
細川商店＊
（株）服部紙店
（株）大倉洋紙店
（株）博進社
（資）柏原洋紙店
堀内製紙
（製紙）
（製紙）
３色版・写真版用紙・オフセット
洋紙商
和紙・襖紙・洋紙商
洋紙問屋・印刷業
（紙商）
（紙商）
（紙商）
（紙商）
トレ－紙・塵紙製造
（北豊島郡王子町）
京橋区三十軒堀
府下王子町
京橋区銀座
日本橋区小伝馬町
京橋区銀座
日本橋区堀留町
日本橋区西河岸
神田区錦町
京橋区南伝馬町
小石川区氷川下町
５１，０００
３７，５００
１，５００
身代７００
身代３００
１，０００
３，０００
２，０００
１，０００
５００
３２，５００
３７，５００
６７５
５００
１，８００
２，０００
１，０００
３００
４，５００
６，０００
１００
６００
１，５００
５００
５００
１，１００
６００
７００
極軽微
―１６―
（単位：千円）
本社・支店・倉庫等 罹災工場等 （域外・無事工場） 在庫 売掛金等 摘 要
事務所全焼５０，横浜倉庫倒壊１０
倉庫破損５
店舗３００
東京支店（借）全焼３
支店全焼２５
店舗全焼１６
営業所・倉庫１５０
横浜損傷９００，砂村３０
建物８１
住宅５０
大島
多数
３０
４０
３０
１，２００
１５０
１００
６０
５５０
４００
相当額
５０
好影響
甚大な打撃
（本社名古屋市）
本社全焼
営業所・倉庫全焼７８
事務所・倉庫破損３０
事務所・倉庫全焼（借）
吾妻橋全焼５０００・保土ヶ谷倒壊１５００
横浜建物一部焼失
横浜全焼２８２
４工場一部５０
多数
仙台，神崎
大久保，地方
地方多数
１０５
２００
１５０
１７０
８０
外２００
外８
需要増加
事務所全焼５０
（東京事務所）
事務所全焼２３０
事務所全焼（借）７
事務所全焼２５
事務所全焼１００
建物（借）全焼１０
事務所全焼（借）３
営業所全焼３０
店舗・倉庫全焼４００
店舗・倉庫・在庫全焼７０
店舗・本宅・倉庫全焼２００
店舗全焼５０
店舗・倉庫全焼１００
川崎倒壊５００
小名木川５００
本宅・別宅・貸家全焼１００
在庫・店舗
神戸・福岡
小松川
大阪・台湾
２６０
１，５００
５００
７７８
１２０
３００
２６
２，３２９
４０
５０
３５０
６７０
５００
５００
３，４００
４０
外５０
外僅少
（本社台湾台南庁）
（本社台湾台南州）
金融楽・発展見込
（本社台湾高雄州）
（本社台湾台中庁）
（本社台湾台中州）
（本社台湾）
（本社台湾台南州）
（本社台湾台東庁）
（本社台湾台南州）
（本社台湾台南庁）
（本社奉天）
経営困難
本社全焼３０
事務所全焼２００
店舗倉庫全焼２００
店舗倉庫全焼２００
店舗倉庫全焼１６０
本社倉庫全焼３００
本社倉庫全焼２００
本社倉庫全焼４００
王子８００，十条１２００
千住・江戸川倒壊５００
塗料・塗布工場全壊１００
印刷所１００，住宅１００
本店・横浜支店・倉庫全焼１３０
２，５００
４，１５０
４００
８００
１３０
４００
８００
４００
３００
２，０００
外多額
５００
外５０
外４５０
外相当額
外相当額
外１５０
―１７―
翻ツテ紙ノ需要ヲ観ルニ実需筋ノ大半ガ焼失セル折柄トテ捗々シキ荷動キナキハ当然ニシテ輸入取
引モ大体災前ノ５割ヲ減ジタリ
９．木材業
這般ノ大震火災ニヨル深川木場（京浜間ノ木材問屋ハ大部分深川木場ニ集中シ居ルヲ以テ木場本位ニ
観察シタリ）ノ損害ハ予想外ニ大キク木材問屋業４００軒，製材工場１４０ヶ所，木材（丸材，角材，製
材）１５０万石焼失ノ厄ニ遭ヒ被害総計３，４千万円ニ達スベシ
右ノ如ク木材問屋ハ甚大ノ打撃ヲ蒙リタル一面都市計画ニ直接関聯シ需要切実ナルモノアルヲ以テ之
ガ恢復モ比較的容易ナルベシ，唯問題トスルハ復興資金ノ借入如何ニシテ目下木材問屋業組合長長谷
川鏡次氏ハ同業長嶋吾助氏ト共ニ木場ノ復興ニ付東奔西走シ先ヅ応急救済策トシテ製材工場４７棟ニ
要スル費用２９０万円ノ低利資金借入方ヲ興銀ト交渉中ニシテ大蔵大臣ノ諒解モアリ興銀ニ於テモ土地
（評価坪約５０円），国庫債券，出来上リ工場ヲ担保トシテ相当金額ノ貸出（金利ハ８分５厘）ヲ諾スベ
ク従テ震災前問屋数ノ３分ノ２ハ遠カラズ再興ノ運ビニ至ルベシト観察セラル
軽工業分野での物産取引先の罹災状況は第５表のごとくである。製粉・穀物１０社，食料品７社，
製糖・砂糖商１８社，製紙・紙商１４社，木材商１２社，計６１社で，多くの販売業者が含まれている。
概して製造業者の工場焼失の影響は小さく，販売業者での店舗・倉庫・在庫の焼失による打撃が大き
いことが特徴である。個別にみて行こう。
製粉では，工場被害は軽微，需要増加でむしろ業界としては好影響とされ，物産取引先の日本製粉
で工場被害が若干あったものの，日清・東亜両製粉会社は僅かの被害に止まっている。物産は大手製
粉会社のほぼ全てと取引している。問題は米であった。京浜での米焼失は２，５００万円と計算され，供
給不足が懸念される状況で，米商が全滅の惨状にあった。物産取引先でも木村徳兵衛商店，辻仁作商
店は払込資本あるいは正味身代を上回る被害であり，各社とも店舗・在庫の焼失損が中心である。
２４０
２４１
２４２
中央製紙
日本紙器
（株）中井商店
（製紙）
紙器印刷
洋紙商
東京事務所
（四谷区元町）
日本橋区本銀町
５，０００
１０，０００
２，０００
２，４５０
１０，０００
２，０００
なし
５００
７５０
木
材
業
１０４
１０５
１０６
１０７
１０８
１０９
１１０
１１１
１１２
１１３
１１４
１１５
新潟木材東京支店
林熊吉商店＊
黒田善太郎商店＊
三友商会（今井五郎）＊
長谷川鏡次商店＊
（株）長島商店
松本芳蔵＊
（資）川村商店
長谷川万次＊
中谷健次郎＊
森田寛次郎商店＊
秋田木材東京出張所
建築用材・製材
材木商
材木商
家具用材商
材木商
材木商
材木商
材木商
材木商
材木商
材木商
（木材業）
深川区千田町
深川区西永町
深川区鶴歩町
京橋区南金六町
深川区吉永町
深川区千田町
深川区霊岸町
深川区三好町
深川区数矢町
深川区木場町
深川区三好町
深川区木場町
５５０
身代２５０
１，０００
身代３０
身代５００
５００
身代１５０
６０
身代不詳
身代２０
身代３００
１１，０００
５５０
５００
６，５００
１００
１８０
３４０
軽微
１５０
５００
２５０
２２０
４０
３０
１５０
１２６
―１８―
食料品では，麦酒において大日本麦酒が吾妻橋工場（同社生産能力の２割）を，麒麟麦酒が主力の横
浜工場（同５割）を失い，打撃は小さくないが，企業規模から耐えられない程度ではない。物産は東京
の日本麦酒鉱泉や福岡の帝国麦酒とは無関係の模様である。物産取引の菓子３社においては，森永製
菓，東京菓子の一部工場は焼けたものの，小額に止まり，東洋製菓は軽微であった。海産物問屋の籾
山商店や食料品商の逸見山陽堂が払込資本前後の被害を生じているが，何れも事実上個人営業という
べく，相当の資産を擁しているので不安視までしていない。なお，冷蔵・製氷会社も罹災したはずだ
が，物産は無関係のようである。
精糖・砂糖商では２，０００万円といわれる在庫の焼失が大きく，製糖会社４割，砂糖問屋６割の負担
とみられていた。物産の取引先は１２社を数え，大手は網羅しているが，工場罹災は大日本（小名木川
工場５０万円の被災），明治（川崎５０万円），大正（小松川軽微）だけで，他は事務所・在庫の焼失で
あった。在庫焼失の被害は塩水港２４０万円，東洋１５０万円が大きい方で，他は少額である。大部分は
大資本会社なので，物産も楽観している。
問題は砂糖商の方で，物産取引の６社には店舗・倉庫・在庫の焼失が多くみられる。特に熊取谷商
店は２４０万円の在庫損失で経営困難が予想され，西川庄六商店・殿木市太郎商店もやや多額というべ
きであるが，地方販売を基盤としている商店については回収に不安はないとコメントされている。
製紙・紙商では，在庫焼失１，５００万円と観測されるが，各社が在庫損や回収不能額を隠しているも
のの，相当な痛手とみられている。ただ，物産取引の製紙会社の工場被害は王子製紙の王子・十条両
工場２００万円，富士製紙の千住・江戸川両工場５０万円程度で済み，在庫焼失が富士４１５万円，王子
２００万円とやや大きく，日本加工製紙は軽微，中央製紙は無傷であった。震災地には大日本製紙があ
るが物産は無関係であり，樺太工業は域外である。ここでも問題は紙商であって，取引先８社のほと
んどが店舗・倉庫・在庫の焼失をさまざまに蒙っている。川島紙店１５０万円を筆頭に大倉洋紙店１００
本社倉庫全焼２５０
本社・亀有工場損傷５００
５００
外多少
外５００
（本社岐阜県中津川）
店舗住宅全焼６０
店舗・住宅・貸家全焼２００
事務所（借）全焼
店舗・製材工場・在庫焼失１５０
店舗・製材工場・陳列所・在庫焼失５００
事務所・住宅・倉庫・貸家全焼１００
事務所・住宅・貸家全焼２００
千田町全焼８０
工場全焼１００
建物全焼４０
店舗住宅全焼３０
店舗・住宅全焼１００
建物全焼２６
２０
１２０
１４０
５０
２０
５０
１００
外５０
外８０
多少
外３―４
外５０
大打撃・再興見込
木材問屋業組合長
回復容易
回復容易
回復容易
（本社秋田県山
本郡能代港町）
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万円，中井商店・柏原洋紙店・島田商店・博進社・細川商店・服部商店５０～７５万円と軒並みに損害
を受け，その上回収不能が加わる。島田・川島・細川には苦境を予想し，服部は富士製紙の援助次第
とコメントされている。また，日本紙器は被害は５０万円であるが，経営不振が続き安田銀行の監督
下にあることがコメントされている。
最後に木材商であるが，木材問屋は深川木場に集中していたから，木材焼失は甚大で，３，４千万
円の損失と推測されるほどであった。ただ，震災復興の必要から木材商への政策的援助が見込まれ，
震災前の木材問屋の２／３は再興容易と観測されている。とはいえ物産取引先では，秋田木材（比較的
軽微）を除けば，実質上個人商店が多く，店舗・住宅・材木の損失は事業規模の割合には大きい。そ
れでも物産も回復・再興を予想している。因みに長谷川鏡次商店主は木材問屋業組合長であり，長島
商店主ともども木場復興の先頭に立つ有力者であった。
（３） 金属・機械分野
６．製鋼，製線及建築材料製造業
我国製鋼業ハ休戦以来久シク不振ヲ続ケ其多クハ操業休止或ハ解散ノ止ナキニ至リ存続ノ会社ト雖モ
小部分ノ操業ヲナスカ或ハ工場ノ一部ヲ賃貸シ僅カニ余喘ヲ保ツ有様ニシテ其他ノ製線或ハ建築材料
製造工場ニ至リテハ操業短縮ニヨリ僅カニ其存続ヲ継ケ来レル有様ナリシヲ以テ今回ノ大震災ニヨリ
各工場何レモ不尠打撃ヲ蒙レリ
右ノ内製鋼，製線，其他金属品製造業ハ東京府下工場数３，４００余（内工場法適用１，３００余），職工数
２８，０００余人（内工場法適用２１，６００余人）ニシテ小工場ハ大部分本所深川方面ニアリタル関係ヨリ工場
ノ焼失率多大ナリ 即チ工場数及職工数ヨリ考察シテ約５割ノ生産力減損アリタリト云フヲ得ン
７．造船及船舶業（同調査でとくに説明なし）
４．機械器具製造業 ５．機械鉄道用品製造販売業
機械器具製造業
震災前東京神奈川２府県ニ於ケル機械器具工業ハ大阪兵庫２府県ト相対峙シ全国ノ２大中心ニシテ
罹災地域内ノ機械器具工業ハ全国総年産額（９６３，２４６千円）ノ４割３分ヲ占メ全国同業従業員総数
２９１，６７３人ノ２割８分ヲ占メ居レリ
而シテ罹災地ニ於ケル此種工業ハ震災ニテ如何ナル程度ノ被害ヲ受ケタルカヲ示ス明細ノ統計ヲ得
ル能ハズト雖之ヲ工場数及使用職工数ヨリ対比スレバ左ノ如シ
工場数 ６，４６０ 焼失 ３，０３０
職 工 ７８，５００ 〃 ３９，４００
而シテ電気機械工場ノ如キハ著シク被害ヲ蒙リタリ
之等ノ内大工場ハ低利資金等ノ援助ヲ得テ相当ノ回復ヲナシ得ベキモ小工場ニシテ再起シ能ハザル
―２０―
モノ多カルベシ
機械販売業者
二三有力会社ハ別トシ多数ノモノ資力薄弱ナレバ相当ノ痛手ヲ蒙リタルモノ多シト云フベシ
８．金物販売業
金物類ノ京浜被害額ハ不明ナレドモ蓋シ数百万円内外ノモノナルヘク且ツ売掛金ノ回収不能モ少ナカ
ラサルヲ以テ金物商ノ蒙リタル打撃モ中等程度ノモノト概言スルヲ得ン
併シ銅鉄類ノ如キハ復興材料トシテ今後ノ需用大ナルモノアルヲ以テ此等新規商内ニヨリ災害損失ノ
幾分ヲ補充スルヲ得ルナルヘシ
復興院ノ今日迄直接海外ニ注文セル金物類ハ約７百万円ニシテ之カ輸入後ノ売渡方法及値段ハ今後ノ
注目ス可キ点ナルヘシ
金属・機械分野での物産取引先の罹災状況は第６表のごとくである。製鋼製線・建築材料製造１５
社，造船船舶６社，機械器具製造１１社，機械・鉄道用品販売１１社，金物販売２１社，計６４社を数
え，製造業者と販売業者が半々である。この業種分類は物産の営業活動を反映したものというべく，
一般的ではない。
まず製鋼製線・建築材料製造は製鋼をはじめ建材・橋梁にいたる鉄製品や非鉄の電線も含めた広範
囲であるが，その割には物産取引先は限定されている。罹災地の業者数は非常に多く，特に小工場は
深川・本所に分布しているので多くが焼失したという（工場数・職工数からみて生産能力５割減）。も
ともと第１次大戦終結以来，この業界は営業不振に悩んでいたから，震災は一層の打撃となったはず
である。物産取引先で日本鋼管・富士製鋼・大島製鋼所の工場被害は軽微で，物産と深い関係の日本
製鋼所も工場は域外にあり，事務所全焼だけで僅小の被害に止まった。電線では古河電工が横浜・本
所の工場に大きな被害を生じ４５０万円，藤倉電線も完成したばかりの深川新工場を失い，千駄ヶ谷の
旧工場を使用せざるを得ず，工場２００万円，在庫１００万円の損失となり，いずれも大打撃であった。
他方，日本電線は軽微で，復興需要の好影響が期待されている。製鋼・電線以外の８社では，東京亜
鉛鍍金・横浜亜鉛鍍金両社が工場全焼で払込資本程度の被害を受け，横浜亜鉛鍍金は金融難であり，
将来も疑問視されている。残る６社は被害なしか軽微に止まっている。むしろ復興需要で好影響が期
待される東京鋼材・東京建鉄がある反面，官庁の発注減の打撃を心配する横河橋梁の例もある。この
分野には東京に本社を置く東洋製鉄，日東製鋼，日本製錬，東京銅鉄などがあるが，物産とは無関係
の模様である。
造船・船舶では，罹災地に工場を持つ東京石川島造船所（被害額４００万円），浦賀船渠（４００万円），
浅野造船所（３００万円），横浜船渠（６００万円）のように軒並みに少なからぬ打撃を受けた。浅野につい
ては「造船界不況ノ折柄這般ノ震災ハ同社ヲシテ益経営難ニ陥ラシメンモノト観察セラル」とコメン
トされ，横浜については同調査は６００万円と査定したが，「右被害額ニ付キ『ダイヤモンド』ハ３２０
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第６表 三井物産取引先の罹災状況（金属・機械分野）
社 名 事 業 内 容 所 在 地 資本金 うち払込 被害額
製
鋼
製
線
及
建
築
材
料
製
造
業
６２
６３
６４
６５
６６
６７
６８
６９
７０
７１
７２
７３
７４
７５
７６
（株）日本製鋼所
（株）大島製鋼所
富士製鋼
藤倉電線
日本電線
古河電気工業
東京亜鉛鍍金
横浜亜鉛鍍金
日本鋼管
東海鉛管
（資）日本鉛管製造所
東京鋼材
日本パイプ製造
東京建鉄
（株）横河橋梁製作所
兵器・兵器材料製作
製鋼・製缶・諸機械製作
（製鋼）
（各種電線製造）
各種電線製造
銅製品・電機製造
亜鉛板・電線・釘製造
亜鉛板・鍍金・釘製造
鋼管・鋼材・鋼塊製造
鉛管・錫箔・茶鉛製造
鉛版製造販売
鋼材圧延・スプリング製造販売
パイプ製造販売
鉄製建築材料製造販売
橋梁材料製造・架橋業
日本橋区本革屋町
府下大島町
麹町区永楽町
深川区平久町
府下南葛飾郡寺島町
麹町区八重洲町
府下南葛飾郡砂町
横浜市中村町
神奈川県橘樹郡田島村
神奈川町
芝区三田四国町
府下大島町
本所区林町
府下北豊島郡三河島町
芝区月見町
３０，０００
６，０００
７，８００
５，０００
１，０００
２０，０００
１，０００
６００
２１，０００
１，０００
２００
３，０００
１５０
３，０００
１，０００
３０，０００
３，６００
７，８００
３，９５０
１，０００
１，２５０
４７５
５１１
１４，１７５
８６０
３，０００
１２５
１，５００
７００
６０
１００
ほぼ無し
３，０００
３０
４，５００
４００
６５０
５００
２００
なし
１２０
２０
軽微
５０
造
船
及
船
舶
業
７７
７８
７９
８０
８１
８２
（株）東京石川島造船所
浦賀船渠
（株）浅野造船所
横浜船渠
東洋汽船
日本郵船
（造船）
（造船）
（造船）
（造船）
（海運）
（海運）
京橋区佃島
東京海上ビル
神奈川県鶴見
横浜市長住町
麹町区永楽町
麹町区永楽町
５，０００
１０，０００
５０，０００
１０，０００
３２，０００
１００，０００
５，０００
（６，２５０）
５０，０００
（１０，０００）
２２，７５０
５８，０００
４，０００
４，０００
３，０００
６，０００
６００
７，０００
機
械
器
具
製
造
業
４０
４１
４２
４３
４４
４５
４６
４７
４８
４９
５０
（株）芝浦製作所
東京瓦斯電気工業
（株）明電舎
日本電気
（株）新潟鐵工所
（株）日立製作所
（株）園池製作所
（株）横河電機製作所
日本蓄音器商会＊
日本計器製造
藤倉工業
（電気機械製造）
自動車・兵器・諸機械
電機製造
電話機製造販売
諸機械製造
電気器具・機関車製造
工具・ゲージ製造販売
電気計量機械製造
蓄音器・レコード製造販売
一般計器製作販売
防水布・飛行機塗料製造
（芝区金杉新浜町）
府下入新井町
府下大崎町
芝区三田四国町
麹町区有楽町
麹町区八重洲町
府下大崎町
市外下渋谷
横浜市山下町
芝区新堀町
府下大崎町
２０，０００
２０，０００
５，０００
１０，０００
５，０００
１０，０００
５００
５００
２，１００
５００
８，７５０
１７，４６０
２，７５０
１０，０００
４，５００
１０，０００
５００
２７５
１，５７０
３５０
不詳
３，２００
５０
３，５００
１，３００
２００
軽微
軽微
５００
５８０
軽微
機
械
及
鉄
道
用
品
類
販
売
業
５１
５２
５３
５４
５５
５６
５７
５８
５９
６０
６１
（資）高田商会
梁瀬自動車
梁瀬商事
（株）菊池商会
（株）東洋工業社
（資）江戸商会
三ツ引商事
（株）葛原商会
葛原冷蔵庫＊
五十嵐商店
（株）碌々商店
（自動車販売）
（輸出入貿易商）
諸機械器具輸入販売
鉱山機械販売
鉱山用燈製造販売
電気諸機械工具販売
製氷冷蔵機械販売
レール・車両・鉄橋桁製造販売
工作機械・計量器輸入
日本橋区室町
麹町区銭瓶町
麹町区銭瓶町
京橋区新富町
京橋区南伝馬町
神田区今川小路
麹町区有楽町
京橋区南鍋町
京橋区南鍋町
日本橋区本材木町
京橋区新肴町
５，０００
５，０００
１，０００
５００
５００
１００
５，０００
１，５００
２，０００
１，２５０
２５０
１２５
３７５
２，０００
４８７
１，５００
５，０００
１７０
２１０
８０
１５０
１００
３５０
３００
１００
１８０
３４１
金
物
８３
８４
８５
８６
８７
河合半兵衛商店＊
竹内喜三郎商店＊
佐藤繁商店＊
勝本喜十郎商店＊
内田幾助商店＊
銅鉄硝子商
銅鉄地金商
銅鉄商
銅鉄商
銅鉄コークス商
日本橋区本銀町
日本橋区小伝馬町
神田区東福田町
日本橋区材木河岸
本所区
身代４００
身代３００
身代不詳
身代７０
身代１，０００
２１０
４８０
５０
５０
２００
―２２―
（単位：千円）
本社・支店・倉庫等 罹災工場等 （域外・無事工場） 在庫 売掛金等 摘 要
本社・横須賀出張所全焼６０
事務所倉庫半壊
事務所倉庫全焼５
工場一部倒壊１００
煙突破損
深川２０００
電線製造所・電機製作所・本所伸銅所全焼
事務所・工場全焼４００
工場全焼３４０
煙突・建物倒壊・機械損傷５００
工場７割倒壊，機械損傷２００
工場一部５０
工場一部５０
市川
１，０００
３０
全焼
３００
７０
１５
外僅少
受注大
公表は２０００
好影響期待
復興院の方針次第
金融難・将来疑問
復興需要期待
好影響
陸海軍指定工場
将来有望
官庁発注減の打撃
横浜支店・倉庫全焼４００
本社損傷５００，箱崎支店・倉庫２００
佃島類焼１５００，深川分２７００
浦賀・横浜大部分焼失
造船部損傷
造船・造機工場
小蒸気船等２００
７００
公表は１，１００，経営困難加速
非公表・甚大・巡洋艦罹災
横浜船渠株下落損４，０００
店舗全焼２００
本社焼失
出張所全焼６０～７０
事務所全焼５
芝浦ほぼ全焼，鶴見倒壊
業平全焼２５００，大森一部倒壊５００
工場軽微
新工場倒壊２０００
月島全焼
亀戸一部
倉庫
工場外壁のみ
川崎一部倒壊６０－７０
工場全焼２３０
工場
蒲田・地方工場
日立・笠戸
京都・大阪
５００
軽微
４００
３４５
世評１０～１５百万円
金融難
死傷者救済金１，０００
悲観不要
好影響
好影響
陸海軍指定工場
本社焼失３００，銀座販売店全焼２００
事務所全焼２７
事務所全焼
営業所（借）焼失１０
事務所全焼１９０
京橋・横浜事務所全焼６０
本社・横浜支店焼失６０
店舗・工場・在庫１００
店舗・倉庫・貸家１００
店舗・倉庫・貸家１５０
業平橋焼失１６０
３，５００
８８
２１０
８０
１４０
商品
１６０
２４０
７０
３０
１２３
１０００
２０
金融難
需要増加見込
好影響
金融難
回復容易（東電関連）
相当な打撃
生魚寄付好評・発展見込
経営困難
店舗・倉庫全焼１５０
店舗・倉庫全焼１５０
店舗全焼２０，倉庫全焼１０
店舗全焼２８，倉庫（借）全焼５
倉庫全焼２０
住宅・貸家全焼３００
営業所５０，住宅６０全焼
６０
３０
２０
８
６０
５０以上
外１０
外１０
多少
外２００
大打撃
なかなかの打撃
―２３―
万円ト査定セルモ根拠薄弱ト思ハル」と批判し，「今日迄同社ハ損害額ヲ公表セズ，又新聞紙上ニモ
被害額ニ付テハ信頼シ得ベキモノヲ発表シ居ラズ，依テ当課ハ仮ニ大体観ヨリ以上ノ推定ヲナシタ
リ」と述べている。物的損害だけでも多額であるが，さらに建造中の軍艦の罹災があってその処置が
問題となること（１），しかし親会社の日本郵船の支援で悲観の要なしとコメントしている（２）。罹災地の
大造船所はこれ以外にないから，物産はそのすべてと取り引きしていたことを意味する。
次に船会社であるが，日本郵船と東洋汽船の２社のみである。後者の損害は軽微というべく，前者
が７００万円と査定されている。郵船では損害の帳簿価格は２３２万円であると公表したが，大企業なの
で容易に回復とコメントされている。物的損害は３００万円であり，横浜船渠の社債４００万円と株式
６８千余株の減価を３～４００万円と見積もり間接損害を含めての７００万円であった。東京に本社を置く
船会社は日清汽船，東京湾汽船，南洋郵船，東京海運，日本海運などがあるが物産とは無関係なので
あろう。
機械器具製造では，罹災地が大阪と並ぶ２大産地であって，その数が多いため被害額の把握が困難
であるが，６千を超える工場の半数が罹災し，とくに小工場は再起不能とみられている。物産の取引
先はその中のごく少数であった。最大の被害先は芝浦工場の大部分焼失・建築中の鶴見工場倒壊に
遭った芝浦製作所で，損害未公表だが，世評では１，０００～１，５００万円といわれた。物産も被害額を査
定せず，「同社ノ大株主ハ三井及ジーイー社ニシテ且優秀ナル技術家ヲ有スルヲ以テ将来一層ノ復興
活躍ヲナスナラン」と甘い評価を与えている。日本電気（被害額３５０万円），東京瓦斯電気工業（３００
万円），新潟鐵工所（１３０万円）が工場罹災の打撃を受け，反面，明電舎，日立製作所，園池製作所，
横河電機製作所などは軽微で済み，日立・横河では震災の好影響さえ予想されている。事業規模の割
に被害が大きかった日本計器製造は陸海軍の仕事で支えられ，日本蓄音器商会は川崎工場が焼けても
関西に工場があり，復興可能とみられている。
販
売
業
８８
８９
９０
９１
９２
９３
９４
９５
９６
９７
９８
９９
１００
１０１
１０２
１０３
小泉喬英商店＊
山岸巌商店＊
梅岡本店（平七）＊
（名）難波又三郎商店
岡谷（資）
（資）三宅於利蔵商店
（株）梅岡正吉商店
（株）加藤安五郎商店
森岡平右衛門商店＊
大野宗太郎＊
（株）村上喜代治商店
秋田直吉＊
根岸吉松（釘萬）＊
（資）野崎栄蔵商店
（資）佐野商店
河合佐兵衛商店＊
銅鉄仲立業
金物雑貨輸入
銅鉄商
瓦斯管・鉄類
銅鉄地金・機械金属製品
鋼鉄金属売買
銅鉄商
銅鉄・諸金属商
銅鉄商
銅鉄商
金物コークス商
銅鉄諸金属商
銅鉄地金材料
銅鉄諸金属商
ブリキ鉄板類
銅商
神田区美倉町
日本橋区通３丁目
神田区乗松下町
神田区乗松下町
京橋区本八丁堀
神田区乗松下町
神田区材木町
神田区材木町
日本橋区本材木町
京橋区本材木町
京橋区本八丁堀
日本橋区小伝馬町
四谷区塩町
日本橋区鉄砲町
日本橋区横山町
日本橋区本石町
身代１５
身代１，５００
１，５００
１，５００
１００
１，０００
１，０００
身代４，２００
身代２，０００
２，０００
？
身代４００
２５０
５００
身代２，２００
５００
１，０００
２，０００
５０
１６
３０
３０
１４０
軽微
４０
３３０
３００
６００
１１５
１５０
２０
１００
１３０
１，０００
―２４―
機械・鉄道用品販売では，内容がさまざまで概して中小資本である。「輸出入動不動産売買運送業
土木建築鉱業周旋業代理業」を事業目的とする高田商会が資本金と同額５００万円の被害額である外
は，１０社とも３５万円以下の被害に止まり，ほとんどが店舗・倉庫・在庫の焼失である。高田商会に
高田鉱業・永楽銀行・帝国貯蓄銀行で２００万円，一族の邸宅３００万円を加えると，高田一族では
１，０００万円の被害となり，金融難が予想されている。被害額が少なくても菊池商会，葛原商会，碌々
商店など不安視されるものがある反面，自動車需要増加が好影響となる梁瀬自動車・梁瀬商事や，東
京電燈からの復旧需要期待がある三ツ引商事の例もある。
最後に２１社を数える金物商であるが，罹災地全体で数百万円程度と推測され，店舗・倉庫・在庫
の焼失だけでなく，回収困難も予想されている。物産の取引先には銅鉄商が多くみられ，全てが個人
商店で，資本金ないし正味身代は概して中小規模である。河合佐兵衛商店の被害１００万円を除け
ば，１０～６０万円までが１１社，５万円までが７社のように比較的少額であるが，個人商店だけに店主
の資産程度が問題であり，物産も容易には論評できないようである。物産もこの分野では取引範囲を
個人企業にまで拡げていたのである。
（１）調査はわざわざ「付記」を設け次のように述べている。
「茲ニ注意ヲ要スルハ９分通リ工事進捗シ居タル２等巡洋艦那珂ノ罹災シタルコトナリ，最近厳密ナル調
査ヲナシタル結果遂ニ解体ト決定シタル模様ナリ 那珂ノ工事費（数百万円）ヲ如何ナル程度迄同社ニテ負担
スルヤ契約ノ内容ヲ窺知シ能ハザル第三者トシテハ明言シ能ハザルモ契約ノ如何ニ不拘此際損害ノ全部ヲ同
社ニ負担セシムルコトハ無カラント思フガ如何」
官需・民需を問わず製造中ないし建設中の工事の罹災は多く発生しているはずであり，被害負担をどう処
理するかは企業の存立にかかわる問題であったろう。物産としても関心を待たざるを得ないはずである。
（２）横浜船渠の被害は主に造船部であったから，新造船工事ができず，当分の間船舶修繕工事に頼らざるを得
ず，「従来金融難ニ苦ミ居ル際トテ今後ノ再起ハ余程ノ問題ナランモ郵船会社ハ同社々債４２５万円及総株
（２０万株）ノ内６８，２２０株ノ大株主ニテ特別ノ後援ヲ有スルコトヲ考慮セバ左程悲観ノ要ナカルベシ尚同社ノ
店舗全焼５０
事務所（借）焼失６
店舗・倉庫全焼３０
店舗（借）
店舗全焼２００
店舗・倉庫全焼２６０
店舗・住宅・貸家全焼４００
営業所半壊２５，倉庫５０・社宅３０全焼
店舗・倉庫・貸家全焼４０
店舗（借）
店舗・住宅全焼８０
店舗・住宅・貸家全焼１０００
出張所・在庫焼失３０
金物部・鉄部建物在庫焼失（借）
鉛管工場全焼１１０
住宅・貸家
名古屋・大阪
大阪
１０
軽微
１４０
３５
１３０
３０
１００
３０
２０
１００
５０
外２００
外１０
外２０
外３５
外１０
僅少
外１５
外３００
外２０
外１５０
外相当
回収難が痛手
（本社長岡市）地盤強固
（本社名古屋市）
実質個人経営（資産家）
同業者中一流，土地持
好影響
―２５―
整理ハ将来横浜復興問題ニ関聯シ来ルヤモ計ラレズ」とコメントされている。
（４） 化学等分野
１４．肥料製造業及製品販売業
人造肥料会社
関東ニ於ケル人造肥料会社ハ大日本人造肥料，ラサ島燐砿及日東硫肥ノ３社８工場ニシテ其製肥能
力ハ月約９００万貫ナリシガ震災ニヨル大日本人肥ノ３工場全潰ノ結果約３００万貫ノ減少ヲ来シ其外
動力ノ供給中断設備ノ被害等ニテ供給状態ニ変調ヲ来タサヾルヲ得ズト雖従来製肥能力ノ過大ノ為
メ需給ノ間甚シキ不権衡アリ為メニ４割ノ操短実施ノ折柄トテ今後ノ被害ハ寧ロ之ガ整理ヲナシタ
ルニ等シ
各社トモ本年中ニハ其生産能力ヲ恢復スベキ計画ナリト云フ
肥料商人
肥料商人ハ深川ヲ根拠トセル故皆罹災シ其打撃モ甚大ナレドモ尚相当資産ヲ擁シ関西方面ノ肥料商
ニ比シヨリ以上ノ資力アリト云フヲ憚ラズ 敢テ悲観スルニモ及バザルベク殊ニ地方ニ相当地盤ヲ
有スル故漸次商勢挽回ニ努ムルヤ明ナリ
商品罹災高
京浜間ニ於ケル大豆粕ノ焼失高ハ総計１４万枚ト云フハ正確ニ近カルベク金額ニシテ約２８万円ノ損
失ト云ヘバ先ヅ比較的軽微ナリシト云フヲ得ベケン 又人造肥料ニツイテハ其性質上焼失セザルモノ
アルヲ以テ損害モ１００万円以下ナリト云フ
１７．化学工業及製品販売業
爰ニ化学工業ト云フハ別紙記載ノ紙，ゴム，セメントヲ除外シタル工業薬品ニシテ今其主ナルモノニ
付テ述ブレバ
セルロイド工業
罹災地ノ生産年額約８００万円内外，内玩具３５０万円，装身具４５０万円ニシテ全国ノ総生産額ノ５割
ヲ占メ居レリ 工場数５１７ナレドモ何レモ規模小ニシテ稍大ナルモノ１４工場ニ過ギズ 其６割ハ
焼失，又ハ倒壊セリ小工場ナル丈ニ復興困難ナリト云フ
晒粉及酢酸工業
罹災地域内ノ晒粉工場ハ大日本人造肥料，旭電化，保土谷曹達，横浜化学等ガ大ナルモノトシ，晒
粉年生産高８００万封度ニシテ関東方面ハ約５３０万封度ヲ生産シ来レルガ工場ノ大部分ハ震災ニヨリ
焼失又ハ倒壊セル為メ生産能力著シク減少シ供給不足ヲ来セリ
酢酸工場ハ関東唯一ノ工場タル日本酢酸製造会社工場被害甚シク生産殆ンド全滅ス
染料業
―２６―
染料製造工場ハ大部分罹災セルト市中在庫品ノ手薄トハ其影響全国ニ及ヒ休業工場モ操業開始セン
トスルノ盛況ヲ呈セリ 罹災工場ノ大部分ハ資金関係上目下ノ処復旧未定ノモノ多シ
石鹸製造業
京浜間石鹸製造工場ノ大ナルモノハ芳城舎，長瀬商会，合同油脂グリセリン，ライオン石鹸，成和
商会等ニシテ芳城舎，ライオン石鹸及合同油脂王子工場等ノ重ナルモノヲ始メ小工場ノ全滅セルモ
ノ亦不尠尚残存工場ト雖モ損害軽微ナラズ 以テ生産能力著シク減少セシト市中在庫品ノ大部分焼
失シ残存品ノ多クハ救済品トシテ使用セル為メ甚シキ品不足ヲ来セルガ此種工場ハ設備比較的容易
ナレバ漸次復旧スルナルベシ
１８．薬品製造及製品販売業
製薬工場
震災地ニ於ケル医薬品及工業薬品工場ハ全国ノ総数ニ比シ（従業者ノ数ニテ比較ス）約３割ニシテ今
従業者５０名以上１００名以下ノ会社東京ニ５ヶ所横浜ニ３ヶ所其総工場１６ヶ所ノ内３工場ノ焼失ニ
シテ東京神奈川２府県内ノ合計８１工場中２２工場ノ焼失ナリ
販売業者
医薬及工業薬品ノ販売業者ハ殆ンド日本橋区本町ニ集中セシ為メ何レモ焼失シ市中在荷焼失高約数
百万円内外ナルベケレバ同業者ノ被害重大ナリト云フベシ
医薬品ノ需要ハ減少セサルベキモ工業薬品ハ当分減少スルナラン
１９．護謨製造業
震災地域所在護謨製造工場ハ大小約２００内外（同業組合加入ノモノ１７０）ニシテ内焼失或ハ地震ニヨリ
甚ダシキ被害ヲ受ケシモノ約１３０工場ニシテ残余ノモノト雖モ何レモ幾分ノ被害ヲ蒙リタリ
本工業ハ元来組織一般ニ少ナルト最近ノ事業ニシテ未ダ一般ニ家庭工業ノ域ヲ脱セザル為メ罹災工場
ハ全数ノ約６割５分ニ当ルト雖モ其中資本金小ナルモノハ設備費比較的軽少ナルヲ以テ復旧案外容易
ナルベク又大工場モ資金調達上ノ便利アレバ復旧容易ナルベク着々復旧設備ニ着手シツヽアリ 唯中
工場ハ其資金ノ調達困難ニシテ復旧容易ナラザルベシ
護謨製品ノ本邦年産額ハ約５千万円ニシテ震災地域内ノ生産額ハ３千万円ニシテ今回ノ震災ニヨリ其
５割約１千５百万円ノ生産力ヲ減ゼルモ小工場ハ大部分復旧容易ナルト大工場モ追々再興シツヽアル
ヲ以テ復興不能ニヨル生産減ハ５百万円見当ナルベシ 尚残存工場モ今後全能力ヲ発揮スベキヲ以テ
震災前ノ生産額ニ復旧スベキコト難事ニ非ルベシ
化学分野での物産取引先の罹災状況は第７表のごとくである。肥料製造・販売１１社，化学工業・
販売１７社，薬品製造・販売１１社，護謨製造７社，計４６社であり，一般的にはすべて化学工業に分
類されるが，同調査の分類に従っておく。製造業者は２７社，販売業者は１９社である。
まず，肥料製造・販売では罹災地に３社８工場があり，その１／３の能力が失われた。ただ従来，４
―２７―
第７表 三井物産取引先の罹災状況（化学分野）
社 名 事 業 内 容 所 在 地 資本金 うち払込 被害額
肥
料
製
造
及
製
品
販
売
業
１５８
１５９
１６０
１６１
１６２
１６３
１６４
１６５
１６６
１６７
１６８
大日本人造肥料
日東硫肥
ラサ燐鉱
電気化学工業
岩出惣兵衛商店＊
（資）加瀬商店
（株）森六商店（東京支店）
峰岸慶蔵商店＊
横浜豆粕製造
奥村嘉蔵商店＊
平野陸平商店＊
（化学肥料製造）
（化学肥料製造）
（化学肥料製造）
硫安，カ－バイド，窒素肥料製造
肥料問屋
肥料製造販売
染料肥料問屋
雑穀肥料商
肥料商
肥料商
南葛飾郡大島町
南葛飾郡小松川町
麹町区有楽町
（日本橋区本革町）
深川区東大工町
深川区入舟町
京橋区南新堀町
深川区佐賀町
横浜市新浦島町
深川区一色町
深川区佐賀町
２２，４００
２，０００
１５，０００
１６，５００
身代２，５００
８５０
３，０００
身代１，５００
３００
身代１，０００
身代１５０
２２，４０
０
１，７５０
１０，５０
０
７，８７５
３，０００
１５０
３，１００
９０
１０
軽微
５００
１９０
１２０
２００
１００
２００
３０
化
学
工
業
及
製
品
販
売
業
１９４
１９５
１９６
１９７
１９８
１９９
２００
２０１
２０２
２０３
２０４
２０５
２０６
２０７
２０８
２０９
２１０
大日本セルロイド
合同油脂グリセリン
日本化学工業
旭電化工業
日本製錬
日本酢酸製造
日本ペイント製造
（資）長瀬商店
喜多組河内（名）東京支店
（株）小林商会
保々清次郎＊
伊東胡蝶園＊
日本火薬製造
（資）若山太陽堂
ライオン石鹸
丸見屋商店＊
丸山燐寸工場＊
硬化油・石鹸・蝋燭製造
硫酸加里，亜鉛華妖度・塩素薬品
晒粉・苛性曹達，硬油・石鹸等製造
無機薬品製造
（無機薬品製造）
塗料製造
化粧石鹸製造（花王石鹸）
油脂類石鹸原料
歯磨製造
石鹸製造
化粧品製造
（火薬製造）
化粧石鹸
各種石鹸製造
化粧石鹸・家庭薬等
（燐寸製造）
麹町区永楽町
南葛飾郡亀戸町
麹町区有楽町
南葛飾郡小松川町
本所区持島横川町
（荏原郡品川町）
南葛飾郡吾嬬村
丸ビル
（本所区外手町）
本所区緑町
麻布区本村町
麹町区永楽町
寺島町曳舟
本所区向島
日本橋区橘町
１０，０００
６，３００
５，０００
２，０００
２，０００
１，３００
５，０００
（２，０００）
１２０
（１，０００）
身代１，３００
２，５００
２００
５００
１０，００
０
６，３００
４，２００
１，５００
１，０５０
１，０５２
３，６００
（７５０）
１，３７５
２５０
３０
１，０００
６０
３０
３５０
６００
なし
不明
５
４００
３，０００
７０
１５
７
３００
２，２００
薬
品
製
造
販
売
業
２１１
２１２
２１３
２１４
２１５
２１６
２１７
２１８
２１９
２２０
２２１
三共
星製薬
帝國製薬
東洋薬品
友田（資）
第一製薬
（株）鳥居商店
（株）小西安兵衛商店
（株）東京商会
（株）三木商店
小西新兵衛＊
（製薬）
（製薬）
（製薬）
ホルマリン等薬品製造
薬品染料輸入
（製薬）
薬品・滋養品輸入販売
薬品・化学製品・肥料販売
薬品・製紙原料・鉱油販売
染料薬品雑貨問屋
薬種商
日本橋区室町
京橋区南伝馬町
日本橋区本町
本所区柳島横川町
日本橋区本町
日本橋区樽正町
日本橋区岩付町
日本橋区伊勢町
神田区錦町
日本橋区本材木町
日本橋区本町
５，６００
５０，０００
５００
５００
３００
１，０００
１，０００
５，０００
１，０００
１，０００
身代１，０００
３，９５０
１２，５０
２７５
３５０
５００
１，０００
１，２５０
２５０
５００
５００
６００
２５０
軽微
１５０
２３５
５００
５００
３０
２００
５００
護
謨
製
造
業
２２２
２２３
２２４
２２５
２２６
２２７
２２８
三田土護謨製造
東京護謨
日本護謨
（資）明治護謨製造所
横浜護謨
共同護謨
宝莱護謨
各種護謨製品製造
硬質護謨製造
護謨製品製造
潜水艦用蓄電池箱ほか
各種護謨製品
各種護謨製品
護謨工業
本所区業平橋
豊多摩郡上落合
浅草区玉姫町
品川町
横浜市平沼町
府下西巣鴨
横浜市前田町
２，０００
２，５００
３００
３５０
２，５００
１５０
５００
２，０００
２，５００
２，２５０
１５０
１２５
１，０００
２５０
４２０
３０
１，０００
なし
１０
―２８―
（単位：千円）
本社・支店・倉庫等 罹災工場等 域外・無事工場 在庫 売掛金等 摘 要
（無事）
（無事）
本社（借）全焼１０
店舗全焼１０
釜本７７９，横浜４０５，子安８０，復旧費５４０
工場破損１０，休業費２０
小名木川１０
店舗・住宅・倉庫３００
支店１３０
店舗・住宅・貸家１００
事務所・倉庫等
店舗・倉庫全焼１５０
多数 ６６７
５０
２００
４０
１２０
１００
５０
２０
相当額
（本社徳島市）
（無事）
（東京支店）
事務所・倉庫全焼
店舗全焼
倉庫倒壊
本社焼失
東京一部破損２０－３０
王子（硬化油倒壊・石鹸無事），保土ヶ谷倒壊
工場一部倒壊６０
尾久倒壊３０
工場・倉庫・在庫３５０
柳島４００
工場建物倒壊
本所外手町全焼４００
緑・梅森町全焼
工場軽微
工場焼失６０
営業所・倉庫・在庫全焼２２００
焼釜一部損傷
千駄木・大阪・神戸
尼崎
向島
２００
相当額
５
相当額
１５
２０６
外６００
相当額
４０
（本社堺市）
被害甚大・復興可能
本社全焼４００
事務所（借）全焼
営業所（借）全焼
事務所（借）全焼
営業所（借）全焼
箱崎工場・倉庫２００
営業所・工場全焼１５０
建物全焼５０
営業所・柳島・倉庫全焼８５
本店・仮営業所，倉庫・試験所全焼２００
店舗・住宅・倉庫全焼２００
向島・品川 ３００
２００
１００
１００
１５０
３００
５００
３０
２００
３００
外相当額
外相当額
外相当額
外若干
外相当額
営業可能
落合倉庫倒壊３０
事務所・工場・倉庫６００
大島分工場全焼２２０
工場全焼２００
工場一部３０
事務所・工場・在庫全焼１０００
機械破損
４００
２２０
５００ 公表１，０００だが２，０００見込
―２９―
割操短実施中であったから，むしろ需給がバランスしたとみられる。肥料の性質上焼失しないものも
あり，在庫損失も１００万円以下という。物産は３社（大日本人造肥料，日東硫肥，ラサ島燐砿）と取引
があるが，大日本のみ３１０万円の被害で，他の２社および域外に工場のある電気化学工業は軽微な損
害であった。大日本にしても域外に多数工場を持ち，能力の１割を罹災したに止まり，大打撃ではな
い。むしろ肥料商の方が問題と思われるが，もちろん若干の被害はあったものの，決定的な打撃にま
ではなっていない（最多で５０万円，１０～２０万円が多い）。この分野での罹災は軽かったというべきで
あろう。関西の肥料商より概して資力を持ち，悲観に当たるまいとコメントされている。
化学工業・販売では，さまざまな品目があり，状況を異にしている。すなわち，大企業が営む罹災
地の晒粉工場は全国生産の６割強を占めるが，その大部分が被災し，唯一の酢酸工場（日本酢酸製造）
も潰滅，染料工場も大部分が被災した。石鹸工場も全滅に近いものの，設備的には復旧が簡単であ
り，むしろセルロイド工場は全国生産の５割を占めるとはいえ，その６割が被災し，小規模工場だけ
に復旧困難であった。
物産取引先も大日本セルロイド，合同油脂グリセリン，日本化学工業，旭電化工業，日本製錬，日
本酢酸製造，日本ペイント，日本火薬製造のごとく多彩であるが，合同油脂の１００万円が目立つだけ
で，他は多くて６０万円（日本酢酸），３５万円（日本製錬），残りは軽微な損害であった。合同油脂は域
外にも工場を持ち，却ってこの機会に統合整理して乗り切れるとみられている。
物産には石鹸化粧品関係が８社あり，特に三輪善兵衛経営の丸美屋商店２２０万円（向島工場），同系
の保々清次郎３００万円（緑工場全焼）の被害が大きく，小林富次郎経営の小林商店（４０万円）及びライ
オン石鹸（３０万円）がそれに次ぐ。花王石鹸の長瀬商店も在庫に相当の損害を受けたが，金額までは
不明。
薬品製造・販売では，罹災地の医薬品・工業薬品工場数は全国の約３割といわれ，その１／４が焼
失した。販売業者のほとんどは日本橋区本町で被災し，在庫は数百万円の損失とされている。物産の
取引先は製薬会社５社，薬品商６社であった。大資本の星製薬本社が全焼，在庫とも６０万円の被害
額を筆頭に，三共（５０万円），帝國製薬（２５万円），第一製薬（２４万円）と続くが，東洋薬品は軽微で
あった。工場・事務所の損失のほか在庫焼失も若干あり，その上回収不能が相当に予想されている
が，何れも決定的な打撃ではなかった。
薬品商でも小西安兵衛商店，鳥居薬品，小西新兵衛の各５０万円が多額な方で，他の３社は３～２０
万円であった。店舗が焼けても借家もあり，在庫焼失が被害の主であった。
最後に，護謨製造では罹災地で全国生産の６割を占め，その半分が潰滅した。多数を占める小工場
の方が設備軽少のため復旧可能で，むしろ中工場の再建が資金的に苦しいとみられている。物産取引
先では横浜護謨・三田土護謨製造両社が各１００万円の被害を受け，日本護謨（４２万円），東京護謨
（２５万円）が続き，残る３社は無事か軽微であった。このほか東京に本社を置く護謨会社は若干ある
―３０―
が，物産とは無関係の模様である（たとえば南洋護謨，東京護謨工業，馬来護謨公司，ボルネオ護
謨，ジョホ－ル護謨など）。
（５） その他分野
１１．鉱業及石炭石油業
石炭
震災当時京浜間ノ貯炭□百万噸ト称セラレ其焼失セルモノ僅ニ約３万３千噸，噸２０円替トシ此額
６６万円ト云ヘバ其損失意想外ニ軽微ナリト云フヲ得ベシ
而シテ炭砿会社ノ多クハ其本拠ガ地方ニ在ルヲ以テ震災ニヨリ受ケタル事業上ノ損害ハ蓋シ殆ンド
絶無ト云フベク又其営業所ノ罹災セルモノモアレドモ借家ニ非ズンバ極ク些少ナル建物ノミニテ
軽々ナルヲ得タリ
若シ夫レ石炭販売業者ノ損失ニ至ッテハ区々ニシテ其推算ニ苦シムモ相当ノ打撃ナルハ云フ迄モナ
シ
各社各店ノ直接損害ハ□□□□ルモ市内工場地帯タル本所，深川ノ全滅及無煙炭需要家タル家庭ノ
激減ト□□□需要家ノ減少ト旁々売掛金ノ回収難トノ為メ震災後受クル間接損害ハ□□更ニ苦痛ト
スル所ナランカ
石油
我カ国石油界ニ与ヘシ直接損害ヲ見ルニ之亦比較的軽微ニシテ（軽油燈油８万函及仕掛軽油７千
石，揮発油若干焼流失）震災後ハ各種交通機関ノ杜絶ト共ニ独リ自動車ノ活動トナリ飛行機又実用
ノ真価ヲ発揮シ揮発油ノ需要ハ頓ニ増加シタリシガ此傾向ハ容易ニ衰ヘサル可ク特ニ一時漁場ノ混
乱ニヨリ影響セラレシ軽油ノ需要モ漸次台頭シ来リ燈油又季節トシテ稍恢復ニ至レルヲ以テ今後大
ナル影響モナカルベシト観察セラル
鉱業会社
銅鉱山ハ何レモ震災域外ニ在リ直接被害ナク誠ニ幸運ナリシガ上ニ復興作業ノ進捗ニ伴レ其需要蓋
シ僅少ナラザルモノアルベク大ニ有望ナル状ニアルガ如シ 然レドモ近来銅産業ハ外国ノ圧迫アリ
高率ノ輸入関税ニヨリ辛クモ保護セラレ居ル有様ニシテ而モ紐育ノ銅価ハ近時却ツテ続落ノ傾向ニ
アリ大ニ圧迫ヲ感ズル次第ニシテ更ニ又震火災ニヨリテ加工業能力ノ減滅ハ自然銅ノ需要ヲ拒ム所
以ニシテ余リ楽観ヲ許サズト云フハ蓋シ真ニ近カランカ
１２．電力及瓦斯業
電燈事業ニ於テハ其営業地域ノ罹災地ニ在リシモノハ其被害多大ニシテ安房電燈ノ如キ打撃痛烈ヲ極
メ東京電燈亦甚大ノ損失ヲ蒙レリ 之ニ反シ電力事業ハ多ク発電地帯ノ罹災地域外ニ在ル関係上其受
ケタル直接損害ハ比較的僅少ニ止レリ 次ニ瓦斯事業ニ於テハ其需要地タル京浜大半ノ潰滅ニ依リ受
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第８表 三井物産取引先の罹災状況（その他分野）
社 名 事 業 内 容 所 在 地 資本金 うち払込 被害額
鉱
業
及
石
炭
石
油
販
売
業
１２２
１２３
１２４
１２５
１２６
１２７
１２８
１２９
１３０
１３１
１３２
１３３
１３４
１３５
北海道炭鉱汽船
大日本炭鉱
茨木無煙炭販売
木村商事
田中鉱山
神奈川コ－クス
亀戸コ－クス（名）
（株）清田商店
（資）渡部商会
（資）東京石炭商会
日本石油
業平製油
古河鉱業
久原鉱業
（石炭）
（石炭）
（石炭商）
石炭採掘販売
（鉱業）
コ－クス・副産物製造販売
コ－クス製造
石炭コ－クス商
石炭商
石炭コ－クス商
産油・製油・内外油販売
各種製油販売
（鉱業）
（鉱業）
（日本橋区本革町）
（麹町区永楽町）
麹町区有楽町
日本橋区加島ビル
京橋区北紺屋町
横浜市千若町
府下亀戸町
京橋区南小田原町
京橋区明石町
芝区新堀河岸
麹町区有楽町
浅草区材木町
麹町区八重洲町
麹町区八重洲町
７０，０００
１０，５００
２，０００
１，２００
２０，０００
１，５００
２５０
１，０００
１００
１５０
８０，０００
６００
２２，５００
７５，０００
２９，６２５
１０，４７７
５００
１，２００
２０，０００
１，５００
５００
５０，０００
１５０
２２，５００
４１，２５０
１０
なし
なし
５
９０
噂５００
２００
３００
１５０
７０
７００
３０
１００
１００
電
力
及
瓦
斯
業
１３６
１３７
１３８
１３９
１４０
１４１
１４２
１４３
１４４
１４５
１４６
１４７
東京電燈
東京市電気局＊
東京瓦斯
帝国電燈
富士水電
鬼怒川水力電気
群馬電力
小田原電気鉄道
東信電気
白山水力
京浜電気鉄道
横浜市電気局＊
（電燈・電力）
（電燈・電車）
（瓦斯）
（電燈・電力）
（電力）
（電力）
（電力）
（電鉄）
電燈・電気事業・妖度製造
（電力）
（電鉄）
（電燈・電車）
麹町区有楽町
神田区錦町
京橋区木挽町
丸ビル
麹町区有楽町
日本橋区呉服町
（神奈川県足柄郡小田原町）
（京橋区南伝馬町）
麹町区有楽町
（神奈川県橘樹郡川崎町）
２５８，０００
４５，０００
３３，２５２
３３，８６０
４５，０００
１２，０００
６，６００
１１，０００
１０，０００
１５，０００
１９３，０００
３９，４００
３２，５０２
１６，３２２
２１，３７５
６，０００
４，１２５
６，６５５
２，５００
７，５７５
２０，０４７
３０，０００
５，８６０
４２０
４００
１００
５５５
３，７００
５０
なし
１，０００
２，５００
窯
業
２４３
２４４
２４５
２４６
２４７
２４８
浅野セメント
鈴木セメント
日本セメント
帝国硝子工業
（株）長谷川商店
品川白煉瓦
（セメント製造）
（セメント製造）
（セメント製造）
（硝子製造）
板硝子・綿布商
（煉瓦製造）
深川区清住町
深川区猿江町
神田区西今川町
深川区東町
京橋区大伝馬町
品川町
３３，０００
８８０
５，０００
１５０
３，０００
３，５００
１９，５００
３９０
３，１２５
７５
５００
２，８１６
３，０００
５４０
４０
８０
１，４００
３４
土
木
建
築
業
１１６
１１７
１１８
１１９
１２０
１２１
（株）大林組東京支店
（資）清水組
鹿島組＊
日本工業（資）
横河工務所＊
日本土木
土木建築請負
土木建築請負
土木建築請負
土木建築請負
建築設計
土木建築請負
京橋区北新堀町
京橋区南鞘町
芝区芝公園
日本橋区三代町
京橋区銀座
２，０００
３，０００
身代１，０００
２，０００
身代１，０００
２，０００
２，０００
２，０００
２００
１，０００
５００
４
６０
数十万円
雑
２４９
２５０
２５１
２５２
２５３
２５４
２５５
２５６
２５７
２５８
２５９
（株）三越呉服店
（株）白木屋呉服店
凸版印刷
（株）東京築地活版所
（株）博文館印刷所
東京鞄
（株）壽屋商店
南洋貿易
（株）文運堂
日本書籍
（株）精美堂
（百貨店）
（百貨店）
（印刷）
（印刷）
（印刷）
「バルカナイズファイバ」加工販売
美術彫刻・装飾品
貿易業・航海業
学用品・文具製造
（教科書製造）
（印刷製本製画）
（日本橋区駿河町）
（日本橋区日本橋通）
下谷区二長町
京橋区築地
小石川区久堅町
府下戸塚町
芝区露月町
日本橋区蛎殻町
日本橋区本石町
小石川区久堅町
小石川区久堅町
１２，０００
１５，０００
３，０００
３００
３，０００
１００
１，０００
２，０００
２，０００
３００
２，０００
１０，０００
９，０００
１，５００
２７０
１，８００
５０
２５０
１，５００
５００
３００
８００
７，４００
４，０００
１，５００
４００
６００
３
４００
１７０
８０
８０
極軽微
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（単位：千円）
本社・支店・倉庫等 罹災工場等 （域外・無事工場） 在庫 売掛金等 摘 要
本社・倉庫（借）全焼５０
本店全焼３０
本社破損２２０
（無事）
（無事）
貯炭焼失
賃借事務所全焼
事務所（借）全焼
機械５０・船舶４０
事務所・倉庫・機械
釜屋堀１５０・亀戸５０全焼
建物６０
横浜支店等９０
建物全焼４
鶴見製油所３１０，業平倉庫１３０など
業平（借）３０
多数
葛西・平井
多数
多数
５
２５
２６
８
１００
１００
外５００
２４０
外１１０
６０
相当額
金融一層困難
浅野の個人経営・打撃
打撃大・個人信用大
金融多忙
売行好調
本支店４６９４
本局焼失
本社全焼
本社全焼１２０
本社（借）全焼２０
本社（借）全焼５
発電所２０１５，変電所２４６１，配電線路６３４４，需要家工作物４５９５
電車部１５７８０，電燈部３２００
建物機械等１６５３，屋内取付管１３２９，メ－トル器具１５１８
被害電燈３００
発電所１５０・変電所１５０・電燈設備１００
諸設備
変電所４００
発電所９６０・変電所１５０・電線路４７０，電鉄部門２６０
館山４５
建物・停車場など
滝頭事務所・車庫・車両
多数
１，１５３
３３０
１３０
復旧費４，０００万円
公表分のみ
本社事務所焼失１０
店舗全焼６００
深川焼失２０００・川崎一部倒壊４００
建物・機械５４０
事務所・工場・在庫全焼８０
品川軽微
多数
多数
多数
６００
３０
８００
外１００
外５０
公表は少額
再起可能
工場全滅再起未定
支店１２５，倉庫５０
本店２００ 横浜支店１００・木場作業所７００全焼
事務所・作業所・住宅全焼
賃借事務所全焼
事務所２０・設計図４０
工事中ビルの被災
５０
工事請負３，０００損
資金繰り困難の噂
注文殺到
本店全焼２０７０
本店全焼１３００
事務所全焼
事務所（借）全焼
本店全焼３０
丸の内別館全焼６１０，什器３１０，工場勘定等１６０
横浜・在庫７００
本社工場半焼・本所分工場全焼１０００
旧館・分工場焼失
第１、第２倒壊８００
店舗・工場焼失２００
旧事務所・倉庫全焼１００
本店・在庫
製本工場倒壊２０
丸ビル内出張所・大阪
大阪
大阪
４，０００
２，０００
５００
２
２００
７０
５０
６０
２００
外相当額
外１００
左の公表より多額見込
ほか売掛金
打撃大・回復至難
教科書製作で多忙
注文殺到
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ケタル被害ハ亦頗ル大ナリ
斯クテ電燈，電力並ニ瓦斯事業ノ被害ハ相当甚大ナリシモ全国ノ大局ヨリ之ヲ見レバ僅ニ一部分ニ過
ギザルノミナラズ此種事業ノ性質トシテ特権ヲ有シ且過剰ノ電力ハ之ガ利用ノ途ヲ研究シ需要増加ノ
方法ヲ講ズル事ヲモナシ得可キ所ニシテ京浜都市復興ト共ニ此回復ハ存外速カナル可シト思ハル
２１．セメント業
震災前ノ本邦セメント業ハ会社数３０，年産額１，２００万樽ニシテ今次災害ヲ蒙リタル工場ハ浅野セメン
ト会社深川工場，同川崎工場及鈴木セメント会社ニシテ其生産能力年額２４０万樽，本邦総生産能力ノ
２割余ヲ減殺セラルヽ勘定ナレドモ一面官庁工事ノ中止セラルヽモノモ有ル可ク且ツ罹災地ハ当分バ
ラック建設時代ニテ其需要少ケレバ爰数ケ月ハ供給不足ヲ告グル事ナカラン
本建築復興ノ実現ハ来春以後ニシテ其進捗如何ニヨリ大ニ需要ヲ増加スベク目下各社ハ此ニ対シ増産
計画ヲ急ギツツアリ 震災後輸入税ノ免除トナリ予期ノ如ク高値ヲ期待スルコト能ハサルモ斯業ハ前
途一般ニ好影響ヲ受クルナルベシ
１０．土木建築請負業
土木建築請負業者ノ中ニ於テ京浜ヲ地盤トセル清水組ノ損害ハ蓋シ第一ニシテ大阪ニ本店ヲ有スル大
林組，多ク地方ノ工事ヲ請負ヘル鹿島組ノ如キニ可成ノ損害ヲ蒙リタルモ最モ彼等ノ頭痛ノ種タルモ
ノハ工事中罹災セル建築物ノ損害負担額ノ問題ナリト云フ可シ 官庁筋ニ於テハ震災当日ヲ以テ一先
ヅ契約ヲ打切トシ更ニ其後ノ工事ニ就テハ新規蒔直シノ契約ヲ以テスル事トナリタリト聞ク 民間事
業ニ至リテハ各人復興ニ急ニシテ未ダ之ガ整理解決ニ至ラズト云フ
一度眼ヲ転ジテ建設ノ方面ヲ観ゼンカ避難者ヲ収容スルバラック，救護ノ任ニ当ル官庁ノ仮宅ガ災後
旬日ニシテ成リタル又一般帝都復興ノ意気旺盛ニシテ応急建設物ノ需要亦激烈ナル建築業者ノ大活動
ハ実ニ目醒シキモノアリ 一木一草ダモナキ荒涼涼タル焦土ガ数旬ニシテ既ニ仮家ヲ以テ掩ハレ今ヤ
トタン屋根ノ秋天ニ映ズルニ至レルハ偏ニ彼等ノ力ニ依ラズンバアラズ 更ニ本建築ノ許可セラルヽ
ノ時ニ及バヾ彼等ノ業績著シキモノアルヲ思フ可シ
２３．雑
本項ハ三越呉服店ヲ筆頭ニ各種ノ商業ヲ集ム 名ツケテ雑ト云フ 宛然百貨店ニ於ケル雑品ノ如シ
綜合シテ之ガ商情ノ如何ヲ云フヲ得ズ中ニ就テ三越ノ如キハ損害モ莫大ナリシトハ雖モ暖簾ニ依テ其
後ノ商内殷盛ヲ致シ白木屋亦買ヒ良キ店ノ標語ヲ標榜シテ之ニ対抗スルノ観アリ 服部時計店ノ如キ
ハ三十数万個ノ時計ト時計ノ輸入防止ノ目的ニテ明治３２年創立ノ精工舎工場トヲ焼失シ此１千万円
以上ノ損害ヲモ忍ビツヽ国家産業ノ為メ猛然奮起再興ノ決心ヲ示セリ
又印刷業者ノ如キハ震災ノ為メ一時活字減殺ヲ来セシ向アルモ多クハ火災ヲ免レ其後印刷物殺到ノ盛
況ヲ呈セルノ状態ニテ其他ノ商売モ多少ノ被害ハ免レ得サリシモ漸次恢復ノ途ヲ辿リツヽアリ帝都復
興ノ意気自ラ歴然タルモノアルヲ示ス
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雑分野での物産取引先の罹災状況は第８表のごとくである。鉱業・石炭石油１４社，電力瓦斯１２
社，窯業６社，土木建築６社，雑１１社，計４９社である。
まず，鉱業・石炭石油では，ほとんどが罹災地外に生産設備を有するので，京浜にある事務所・倉
庫などが被災したに過ぎず，被害額が多額に及ぶものはなかった。生産設備では日本石油の鶴見製油
所（３１万円）だけであった。被害額は日本石油７０万円を筆頭に，神奈川コ－クス５０万円（世評），亀
戸コ－クス２０万円，古河鉱業や久原鉱業でも在庫で１０万円の被害に過ぎず，北海道炭砿汽船・大日
本炭砿・田中鉱山・業平製油などは被害皆無かごく軽微であった。石炭コ－クス商で本所・深川を地
盤とするものは打撃が大きかったが，物産取引先では清田商店３０万円，渡部商会１５万円が多い方
で，残りは無しか軽微であった。この分野では，以上の外に東京に本社を置く大企業が幾多あるが，
物産とは無関係の模様である（たとえば三菱鉱業，九州炭砿汽船，入山採炭，大日本石油鉱業，帝国
石油，太陽石油など）。
電力瓦斯では，大きな被害が発生している。もちろん発電設備は罹災地外にあるからほぼ無傷であ
るが，都市の電燈事業が甚大な被害を蒙った。すなわち，東京電燈の被害は変電・配電設備を中心に
２千万円を超え（発電所も多少あり），東京市電気局は電車・電燈で３千万円の巨額被害を受け，復旧
に４千万円必要といい，横浜市電気局は２５０万円の被害であった。東京瓦斯も製造設備よりも供給設
備の被害が大きく５８６万円とされた。しかし帝国電燈，富士水電，鬼怒川水力電気，群馬電力，東信
電気，白山水力は５～５５万円の被害で済んでいる。もちろん東京に本社置く電力会社はまだまだある
が，ここには登場しない（たとえば，猪苗代水力電気，早川電力，白山水力，庄川水力電気，信越電
力，関東水電，矢作水力，京浜電力，大同電力，北海道電燈，九州水力電気，京城電気があるが，大
同以下は本社が東京でも，営業基盤が地域外であり，それ以外は電力卸売業者であるから，震災地で
の被害は事務所程度であろう）。
また，小田原電気鉄道３７０万円，京浜電気鉄道１００万円の被害は発電所・変電所・建物・停車場・
車両などであり，前者では痛手であったろう（その復旧費として２００万円が必要）。京浜地区には両社
以外に東京横浜電鉄，京王電気軌道，京成電気軌道，東武鉄道，王子電気軌道，玉川電気鉄道，東京
地下鉄道，青梅鉄道の多きを数えるが（東京に本社だけなら富士身延鉄道，伊那電気鉄道もある），本
調査に登場しないのは腑に落ちない。鉄道用品その他で物産と取引があってもおかしくないからであ
る。
次に窯業であるが，罹災地に立地する浅野セメント（深川・川崎両工場），鈴木セメントが被災し
た。全国生産の２割減となるが，いずれ復興需要が期待され，むしろ好影響が予想されている。物産
取引先のセメント会社は３社であるが，日本セメントは本社事務所のみの被害で４万円に過ぎず，鈴
木セメントは５４万円，浅野セメントがやや多額で３００万円の被害であった。
また，品川白煉瓦も帝国硝子工業も軽微な被害で問題ないが，硝子商の長谷川商店が店舗・在庫で
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１４０万円の被害を出し払込資本を大きく上回っている。同店は旭硝子の特約店で，長谷川社長が資産
家なので不安視されていない。ここに登場しない小野田セメントは山口県小野田に，磐城セメントは
東京に本社があるが，工場は何れも地域外である。
土木建築業では，京浜を地盤とする清水組が１００万円の打撃を蒙り，大阪にを本拠とする大林組
や，地方工事の多い鹿島組は，清水より軽かった。それでも鹿島は５０万円，大林は２０万円の被害で
ある。震災による物的被害よりも重大な問題は，工事進行中に発生した損害の帰趨であった。官庁で
は震災日で契約打ち切り，新規蒔き直しの方針が伝えられ，他方，民間工事が未定の状況にあった。
ただ，復興需要は旺盛で，先行きが明るかったから不安視されていない。業者は多数のはずである
が，物産取引先は６社に過ぎず，上記３社以外では日本工業と横河工務所は事務所焼失だけで被害軽
く，日本土木が問題であった。すなわち工事中の内外ビルの損害負担が数十万円以上と推測されてい
たが，大倉組が組織変更した会社だけに悲観視されていない。
最後に，雑に分類されている１１社であるが，特に三越呉服店と白木屋呉服店の被害が大きかっ
た。両社とも震災で本店が全焼し，三越は丸の内別館，白木屋は横浜支店も被災し，在庫の焼失損が
多額に上ったのである。三越は７４０万円の被害（実際はこの公表よりさらに多額の見込み）であった
が，反面，発行済商品切手の焼失で百数十万円の利得が予想されるのが面白い。この損失を積立金取
り崩し，土地評価益で埋め，実損３００万円を減資３００万円で処理する方針と伝えている。白木屋も
４００万円の被害であった。
印刷会社が３社あり，凸版印刷１５０万円，博文館印刷所６０万円，東京築地活版所４０万円など，企
業規模の割には工場被害が嵩んでいるが，不安視されていない。残る６社はさまざまな事業を営
み，４０万円の被害を受けた寿屋商店（美術彫刻品，製品加工輸出，文武官制服，装飾具）は打撃が大
きく，回復が危ぶまれており，１７万円被害の南洋貿易は従来の不振から脱脚中の処，震災で逆戻り
が予想されているが，他の４社は被害軽微で，教科書の日本書籍や印刷製本の精美堂は却って繁忙で
ある。雑に分類される企業は多数あるはずであるが，以上の物産取引先はその中のごく少数に限られ
ていたといえよう。
（６） 銀行・火災保険・倉庫
本調査では，取引のある銀行・火災保険・倉庫については，一般企業とは区別し，一括掲載してい
る。当該企業が被災額を公表しないし，調査しても把握しきれないから，別扱いとしたのであろう。
罹災地の本支店・倉庫の多くが焼失したのはもちろんであるが，銀行では取引先の被害がどう影響し
てくるか，火災保険会社では罹災物件への保険金支払をどうするか，倉庫会社では罹災した顧客の物
品への責任をどうするか，未確定の段階では被害額の査定のしようがなかったであろう。
第９表は物産本店の取引銀行であるが，「取引銀行ノ大多数ハ其本支店ヲ焼失シ被害少カラズ殊ニ
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間接ノ打撃モ少カラザル可キ……」と断って，大正１２年８月末の預貸金残高と京浜支店の焼失・無
事別を掲げるのに止まっている。１１行のうち，本店焼失６行（三井，第一，十五，第百，川崎，古
河），本店無事興銀，東京支店焼失（正金），東京支店無事３行（住友，台湾，鮮銀）であるが，支店で
は川崎の１０店が特に多く，他は５店以下であった。もちろんこれだけでは銀行の被害は明らかでは
なく，物産本店の取引銀行名がわかるに過ぎない。
火災保険会社については１１社と取引があり，その罹災状況は第１０表のごとくである。火災保険会
第９表 物産本店取引銀行の罹災前預貸金と罹災状況
（単位：千円）
銀行名 預金 貸出 金銀在高
本店
焼失
京浜支店
焼失 無事
三 井
第 一
十 五
第 百
川 崎
古 河
日本興業
正金支店
住友 〃
台湾 〃
朝鮮 〃
２０８，１２９
１３０，５９９
１３３，６８１
８０，４０７
１０４，５０７
３８，５９１
９０，４９０
１０３，５３４
５８，９９０
１０５，７１０
８，５１１
１９５，２２９
１５１，３１８
１５７，２０２
７１，６３７
１１４，８６５
３８，３６２
２４７，５０２
４４，７６２
５６，８４８
１３６，４５１
６５，１９３
１０，７６１
８，７７２
４，８０５
５，１６４
６，５１１
１，６５９
３，４３７
５，６２１
４，６２５
２，０４１
２，４７１
＊
＊
＊
＊
＊
＊
＊
１
４
９
４
１１
２
１
５
１
１
２
１
１
１
２
１
１
２
１
第１０表 物産の取引火災保険会社の罹災状況
（単位：千円）
保険会社名
公 称
資 本 金
払 込
資 本 金
責任準備金
及 積 立 金
合 計
罹 災
契 約 高
見舞金１割
支払後資産
事務所焼失
東 京 海 上
神 戸 海 上
横 浜 火 災
東 京 火 災
明 治 火 災
日 本 火 災
共 同 火 災
千代田火災
帝 国 海 上
大 阪 海 上
大 正 海 上
計
３０，０００
１５，０００
１２，５００
１０，０００
１０，０００
１０，０００
１０，０００
１０，０００
１０，０００
１０，０００
５，０００
１３２，５００
３０，０００
３，７５０
３，１２５
２，５００
１０，０００
４，０００
２，５００
２，５００
２，５００
２，７９０
１，２５０
６４，９１５
４７，４５５
７，３１５
７，９５０
６，５８０
１１，８８４
１１，０４１
３，５０８
２，７０３
４，５６１
５，５００
１，８８０
１１０，３７７
７７，４５５
１１，０６５
１１，０７５
９，０８０
２１，８８４
１５，０４１
６，００８
５，２０３
７，０６１
８，２９０
３，１３０
１７５，２９２
３２，０００
＊６０，０００
１２５，０００
１２３，０００
１５３，７００
１２０，０００
＊１２０，０００
９２，７００
３６，０００
＊５０，０００
３０，０００
９２５，４００
７４，２５５
５，０６５
△１，４２５
△３，２２０
６，２１４
３，０４１
△３，９９２
△４，０６７
３，４６１
３，２９０
△１３０
８２，７５２
＊
＊
＊
＊
＊
＊
＊
＊
〔備考〕 罹災契約高の＊印は「関西側各社ノ金額ニシテ其筋ヨリ大体ヲ聞取リタルモノ其他ハ協会側発表ニヨルモ概略ニ
シテ保険会社当事者ニテ目下調査中」
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社３５社（再保険会社・外国会社を除く）の罹災契約高は約１５億８７１１万円，正味財産２億３４５０万円と
され，１１社分はその５８％，７５％に相当する。同調査では「損害高明細ハ現在査定困難」ト断り，
「其損失莫大ナレバ保険金支払不能ノ会社大多数ニシテ結局被保険者ニハ１割見当ノ見舞金ヲ支払ヒ
其資金ハ政府之ヲ融通スル事ニナラン」と観測している。第１０表をみると，罹災契約高は会社に
よって大きな差があり，最大手の東京海上が抜群の正味資産でありながら，罹災契約額が規模の割に
は少なく，見舞金１割を負担しても断然多額の資産が残る形である。物産子会社の大正海上は設立後
日が浅く，正味資産は最小，１割負担後は資産マイナスと試算されている（マイナスは他に４社あ
る）。ここでも物産が多くの火災保険会社と取引があることが知られよう。
最後に倉庫会社では，京浜地区に倉庫を有するのは１４社，そのうち１１社と物産は取引があった
（無関係は日本，商業，浪華の３社）。その罹災状況は第１１表のごとくである。杉村，横浜商品，横
浜新港は全焼，帝国，渋沢，三菱も大部分が焼失し，在庫品でもほぼ同様な被害であった。三井系の
東神倉庫は坪数で７割，在庫品で９割を焼失し，渡辺もほぼ同じ，住友・横浜船渠・横浜が相対的に
軽かった。各社別に損害額が計算されているが，三菱の３００万円を筆頭に１００万円以上が５社，２０～
５０万円が５社であった。一般業種と比較して特に多額の損害とはいえまい。物産は京浜地区の多く
の倉庫を利用しており，おそらく入庫品も多く罹災したであろう。
３） 若干の考察
（１） 業 種 別
第４～８表では，物産取引先の罹災状況を個別に表示したが，それらを取りまとめて特徴を考察し
てみよう。金融機関等を除く２５９社は，製造業者と商社では罹災の性格を異にする。すなわち前者で
第１１表 物産の取引倉庫会社の罹災状況
（単位：千円）
倉庫会社名
震災前
坪 数
焼 失
坪 数
震災前
在庫品
罹 災
在庫品
倉庫会社
損 害 高
東 神 倉 庫
渡 辺 〃
帝 国 〃
渋 沢 〃
三 菱 〃
杉 村 〃
住 友 〃
横 浜 船 渠
横 浜 倉 庫
横浜商品倉庫
横浜新港倉庫
計
１３，０００
１４，０００
９，０００
８，５００
２５，０００
１，７００
７，０００
１８，０００
１１，０００
４，０００
５，５００
１１６，７００
８，０００
５，１００
９，０００
８，０００
２３，０００
１，７００
３，０００
１２，０００
半倒壊
４，０００
５，５００
７９，３００
２４，０００
１２，０００
８，０００
１０，０００
２８，０００
８，２００
１２，０００
４，７００
４，０００
６，５００
６，９００
１２４，３００
２２，１００
９，４００
７，８００
８，９００
２３，０００
８，２００
４，０００
４，０００
５００
６，１００
６，８００
１００，８００
１，０００
５００
１，３００
１，０００
３，０００
２００
３５０
１，３００
５００
５００
１，０００
１０，６５０
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は工場などの設備被害の有無が大きな問題となるし，後者では店舗・在庫の被害が中心となる。もち
ろん本社または東京拠点の罹災や受取債権回収の成否は共通する問題であろう。したがって，２５９社
を一括するよりは製造業者と商社に区別してみるのが適当と思われる。前者には生産設備を所有する
電力・瓦斯，鉱業，石油企業も含めた。後者には，生産設備を所有しないという意味で土木建築請負
業を含めた。そして被害額自体の大きさをみるために第１２，１３表を作成した。また，被害額がその
企業の体力上どの程度であったかを知るために，便宜上払込資本額（個人企業の場合は正味身代）と比
較し，第１４，１５表を作成した。
まず，製造業等における被害額の大きさを第１２表でみよう。１，０００万円超の大被害は富士瓦斯紡
と東京電燈・東京市電気局であった。特に後者は需要者の住む東京市街の焼失により広範・大規模な
被害となったわけで，その復旧にも莫大な資金を必要とすることになる。５００万円以上の東京瓦斯や
２５０万円だった横浜市電気局も同様な事情であろう。５００万円以上の８社は，前掲東京瓦斯，東洋
紡，東京モスリン，栗原紡織，大日本麦酒，富士製紙，日本郵船，横浜船渠で，４００万円台の王子製
紙，古河電工，東京石川島造船所，浦賀船渠もそれに準ずる大口被害であった。いうまでもなく罹災
地に所在する生産設備が潰滅したわけであるが，罹災地外に多数工場を有したり，大企業として充分
な体力を備えているものが多い。その中で，日本郵船７００万円の被害は，横浜船渠への多額な投資損
を多く含むので事情を異にするが，払込資本以上の大損害であった栗原紡織は問題であったろう。
１０万円以上５００万円未満が８８社を占め，全体の過半を占める。注目すべきは５万円以下の被害２９
社と被害軽微または無事１８社で合計４７社となるが，全体の３割は物的には大きな損失には至らない
で済んでいたわけである。それらは罹災地に工場設備がないか，工場の一部損失で済んだ企業であ
る。不詳に含まれている芝浦製作所は芝浦工場が全焼し，鶴見工場も倒壊したから，数百万円の被害
と想像されるが，金額が公表されていない。
他方，商社等を第１３表でみると，最多は９００万円の原合名，次いで三越７４０万円，高田商会５００
万円が大所である。１０万円以上５００万円未満は７５社，全体の７割強にあたり，５万円以下の被害１５
社，と被害軽微または無事４社，合計１９社は全体の２割弱に相当する。店舗・倉庫・在庫の焼失が
第１２表 取引先（製造業等）の被害金額別社数
分 野
１０００
万円超
５００
万円超
１００
万円超
５０
万円超
１０
万円超
５
万円超
５
万円以下
軽 微
又は無
不 詳 計
繊 維
軽 工 業
金 属
化 学
そ の 他
計
１
２
３
４
２
３
２
１１
１７
１１
９
６
８
５１
１
１５
６
７
７
３６
６
２０
２４
１４
１２
７６
２
２
３
６
１３
６
８
１２
１０
８
４４
４
３
７
４
４
２２
１
２
３
３９
６１
６４
４６
４９
２５９
―３９―
大部分であり，それに加えて受取債権の回収難が別途予想され，なかなか大変である。製造業者より
被害金額は小規模でも，体力が問題であろう。軽工業分野で１０万円以上５００万円未満に集中してい
るのは横浜の生糸商，日本橋・京橋の砂糖商・紙商，深川の材木商が軒並みに被災していることが反
映している。金属分野での１０万円超への集中はほとんどが神田・日本橋の銅鉄商である。
第１４表で製造業における対払込資本被害額をみると，払込資本を超過しているのは前掲栗原紡織
５１１万円，横浜製綱２００万円，横浜亜鉛鍍金５５万円，日本計器製造５８万円，日本護謨４２万円，ラ
イオン石鹸３０万円，凸版印刷１５０万円，東京築地印刷所４０万円，鈴木セメント５４万円，帝国硝子
工業８万円の１１社を数える。大企業はなく，中堅以下の企業ばかりである。払込資本の７割超の７
社も藤倉電線３００万円，横浜護謨１００万円，小田原電気鉄道３７０万円以外は中小企業である。前掲東
京市電気局３，０００万円，横浜電気局２５０万円，千住製絨所２５０万円，保々清次郎（石鹸製造，小林商
会系）３００万円，丸美屋商店（石鹸製造），金額不明の芝浦製作所は対比すべき払込資本が不明か，私
企業でないため不明に含まれているが，重症の部に加えるべきものであろう。対払込資本５０％未満
が４６社あり，全体の約３割，中程度の被害であり，１０％未満の３２社，軽微（被害５万円未満および
軽微・無）４７社，計７９社は全体の５割を占める。すなわち半数の取引先は大したことなしに済んで
いたと評価される。
次に第１５表で商業等をみよう。対払込資本で被害額が超過しているのは２０社に及び，軽工業分野
第１４表 取引先（製造業等）の払込資本に対する被害額の割合別社数
分 野
払込資本に対する被害額
不詳 計
超過 ７０％超 ５０％超５０％未満１０％未満 軽微
繊 維
軽 工 業
金 属
化 学
そ の 他
計
２
２
２
４
１０
２
２
２
２
８
２
３
２
７
１４
９
８
７
８
４６
２
１１
６
５
８
３２
９
８
１０
１０
１０
４７
１
４
２
７
３１
２８
３２
３２
３４
１５７
第１３表 取引先（商業等）の被害金額別社数
分 野
５００
万円超
１００
万円超
５０
万円超
１０
万円超
５
万円超
５
万円以下
軽 微
又は無
計
繊 維
軽 工 業
金 属
化 学
そ の 他
計
１
１
１
３
２
５
１
３
１１
１
１２
１
４
２
２０
３
１１
１９
６
５
４４
２
１
２
５
１
２
８
３
１
１５
１
１
１
１
４
８
３３
３２
１４
１５
１０２
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がその半数を占める。生糸商・木材商がやや多く，前者では被害額が数百万円クラスと多額であり，
後者は５０万円止まりと少額で，個人商店が多い。７０％超の７社も，三越を別として，概して中小企
業である。５０％超１０社を加えて，計３７社が被害の重い企業群であり，５０％未満の中程度の被害３７
社と同数であった。１０％未満の８社，軽微１３社，計２１社は全体の２割であって，製造業よりも低
率である。商業等では概して企業規模が小さいが，その割には被害の程度は重く，取引先への不安は
大きいと想像される。これらは店舗・在庫焼失による損失ばかりでなく，罹災地内での取引が大きけ
れば，表面には出ていない売掛金等の回収困難が大きいと想像され，実態はもっと深刻なのかも知れ
ない。反面，個人企業が多いだけに店主の個人資産が大きければ，意外に持ちこたえられる可能性も
ある。
（２） 罹災内容別
本稿に登場した２５９社を通覧すると，罹災地との関わり方によって次のような分類も可能である。
（イ） 本社存在 工場等の設備あり 単独あるいは主力工場 ①
同 地域外にも多数あり ②
工場等の設備なし ③
（ロ） 主店舗存在 営業基盤あり ④
同 なし ⑤
（ハ） 営業所存在 工場等の設備あり ⑥
同 なし ⑦
（イ） ①は，罹災地にしか工場がないか，主力工場等があり，多額の被害のために，経営に重大
な影響がある例として芝浦製作所，栗原紡織，東京モスリン，千住製絨所，東京電燈，東京
瓦斯，東京市電気局，造船各社などが該当する。
（イ） ②は，罹災地に工場があって被災したが，地域外にも多数の工場を有し，損失に耐えられ
る場合で，綿紡各社，大日本麦酒，麒麟麦酒などがその例である。
第１５表 取引先（商業等）の払込資本に対する被害額の割合別社数
分 野
払込資本に対する被害額
不詳 計
超過 ７０％超 ５０％超５０％未満１０％未満 軽微
繊 維
軽 工 業
金 属
化 学
そ の 他
計
３
１０
４
３
２０
４
２
１
７
２
４
３
１
１０
１
１１
１０
９
６
３７
１
１
３
１
２
８
１
１
５
４
２
１３
２
５
７
８
３３
３２
１４
１５
１０２
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（イ） ③は，工場等が域外であるため，本社建物や倉庫在庫程度の被害しかない場合で，鉱業各
社，電力各社，製糖各社のほか，日本製鋼所，電気化学工業，大日本セルロイド，などを挙
げることができる。
（ロ） の④は，罹災地に本拠を置く商社であって，罹災地を営業基盤とする場合で，深川・本所
や日本橋・京橋に立地する材木商・金物商・砂糖問屋，紙商，薬品商などで，横浜の生糸商
も含まれる。これらは店舗・倉庫・在庫を焼失した場合であり，被害如何は存否にかかわ
る。⑤の罹災地外を営業基盤とする場合は，あまり例がないであろう。
（ハ） ⑥は，域外に本拠があり，罹災地に支店・出張所，営業所を置き，工場も持つ場合である
が，その例は極めて少ない（服部商店，大日本セルロイド，大日本紡，東洋紡，上毛モスリ
ン，新潟木材東京支店）。罹災地工場での損失が大日本紡３００万円・東洋紡５００万円，上毛
モスリン３００万円と発生しているが，他は少額であった。
（ハ） ⑦は，罹災地に支店・営業所等を置くだけで，建物・在庫の被害を生じた場合で，中央製
紙，台湾製糖東京出張所，日本毛織，満蒙毛織，山保毛織，秋田木材東京出張所，神栄，加
藤商店，高津商事東京支店，難波又三郎商店，岡谷合資，森六東京支店，喜多組東京支店な
ど結構ある。多くの場合，被害額自体は少ない。
（３） 財閥等の資本系列
罹災地における三井系の取引先は被害額順にいえば１，０００～１，５００万円と取沙汰される芝浦製作
所，三越呉服店７４０万円，王子製紙４５０万円，鐘紡２００万円，日本製粉１００万円が主な先で，特に芝
浦，三越は重大な被害である。反面，台湾製糖７８万円，日本製鋼所６万円，大日本セルロイド３万
円，北海道炭砿汽船１万円，電気化学工業軽微はほとんど被害がなかった方である。
三菱系では日本郵船７００万円，その系列横浜船渠６００万円，強いていえば麒麟麦酒１３０万円しかな
い。
住友系では日本電気２５０万円だけである。
古河系では古河電工４５０万円，横浜護謨１００万円，古河鉱業１０万円，旭電化３万円である。
浅野系では浅野セメント３００万円，浅野造船所３００万円，日本鋼管５０万円，東洋汽船６０万円であ
る。
久原系では日立製作所２０万円，久原鉱業１０万円であった。
安田系は帝国製麻２４７万円のみである。
このように三井系が多いのは当然であるが，関西立地の住友系はほとんどなく，また東京立地でも
三菱系もほとんどなく，古河，浅野，安田，久原などに若干の取引関係を持っていたのである。これ
らのうち被害額が大きかったのは芝浦製作所と三越ぐらいで，多くは大した被害でなく，むしろ軽微
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な企業も少なくなかった。
５．む す び
以上の考察を踏まえて，最後に筆者なりに若干の整理をしておこう。本稿で依拠した「当社取引先
罹災状況調」は，その名の通り「当社」＝三井物産の罹災地における取引先についてであるが，類似
の調査は見当たらないだけに珍しいものである。
第１に，本調査の性格は，関東大震災という異常事態に遭遇した三井物産が自社債権確保のための
取引先信用調査であった。社内向けに注意を喚起する材料である。そして調査は罹災地取引先につい
て網羅的であることに第１の特徴がある。ただし，短期間での調査であるし，被害未確定の要素もあ
り，調査に精粗があるのは止むを得まい。また，原則として物産自身が被害状況の調査を行い，被害
額の推定，回復可能性にまで言及している点に第２の特徴がある。会社発表の受け売り，世上の噂に
止まることなく，独自の判断を加えている。物産の調査力を高く評価して良いと思われる。
本調査は，経営トップないし幹部に罹災地取引先全体の状況を伝え，営業方針検討のための情報提
供であり，営業店部に対しては取引展開上の参考材料の提供であろう。当該店は調査課に協力して材
料提供もした模様であり，現地事情に詳しいはずであろう。したがって本調査は，当該店に被害状況
を伝達するのではなく，他店の取引上の参考として流したと考えられる。
第２に，この調査の限界である。もちろん罹災地の自社取引先に限定しての調査であって，震災被
害全般を示すものではない。調査対象は別言すれば本店各部，営業部，横浜支店の取引先といってよ
かろう。震災後３カ月でまとめられた，いわば速報であって，１回限りの調査であって，追跡調査の
可能性はあるまい。したがって，この調査で危険が予測された取引先のその後の安否は不明である。
調査課が出した被害予測額や見解の妥当性は，検証のしようがない。
また，罹災取引先全体への債権額は示されているが（第３表では罹災先２，２６０万円，免災先１，２２５
万円を表示），個々の取引先については不明で，被害の大小，危険度の判定と債権額の照合はできな
い。債権額の安否に関して踏み込んだ観察はできないということである。
さらに，調査では考察が不十分な点もある。すなわち，罹災のため休業中の損失の査定，復旧に必
要な資金額とその調達可能性，生産減少による需給関係への影響の測定，被害による損失の処理方
法，売掛金の回収見込みなど，一部の企業についてはそこまで踏み込んだ調査結果が示されてはいる
が，多くの場合は示せないままに終わっている。問題の性質上無理な注文であろう。
第３に，この調査結果から知り得たことで重要と思われるのは，次の諸点である。
①罹災による被害は決して一律ではなく，企業の体質により大きく異なる。すなわち生産設備を擁す
る製造業でも，罹災地の工場が潰滅しても地域外に多数工場を有すれば救われるし（大企業に多く
みられる），もともと罹災地に生産設備がない場合も被害は無関係に等しく（たとえば製糖会社，鉱
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山・炭砿会社など），罹災地に主力工場を置くか，あるいは罹災地にしか工場がない場合は企業の
存立にかかわるであろう（たとえば罹災地の電燈・瓦斯会社，電鉄会社，造船所など）。商業では店
舗・在庫中心の罹災であって，罹災地に営業拠点・区域を持つものは潰滅した。すなわち特定地域
に密集する同業者が枕を並べて討ち死にする形となった（たとえば金物商・木材商・薬種商・砂糖
商・生糸商など）。
②個別企業で罹災の程度を問題にするとき，被害額の大小もさることながら，その企業の体力を考慮
して危険度を判断する必要があろう。前掲の多数工場を持つ企業が，一部工場だけの罹災で済んだ
場合はその例であるが，個人企業では店主の個人資産や信用の程度も考慮材料となる。その観点か
ら罹災企業を必ずしも不安視していない例が多くみられた。
③物産の取引先は大企業ばかりでなく，中堅企業，中小商社とも広く関係しており，業種もかなり広
い。総合商社の体質上，業種が多岐にわたり，生産・流通をカバ－している。物産取引先は選別さ
れていると自称するが，一応そのように思えるものの，流通段階の個人商店クラスになると判断し
にくい。
④罹災の影響は全ての企業でマイナスではなく，業種によっては需給関係が好転し，活況が予想され
たり，設備焼失で生産能力減少→生産過剰解消という場合もあり，震災によってむしろ好影響さえ
見込まれる場合も少なくなかった。
ともかく本調査は，関東大震災における物産の対応ぶり（債権確保）をよく示す事例であり，併せて
罹災地に限定されてはいるが，当時の物産取引先の範囲を示し，罹災先の被害が物産にまで波及して
打撃をもたらすものでなかったことを現している。したがって本調査の紹介は物産研究の一翼を構成
する興味深いものと思われる。
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